






12 

 

 

 

３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

建学及び教育研究の基本理念のもと、高度な専門性と豊かな人間性を身に付け、地域や社会に貢献できる人材を育成する。 

(1) 教育の成果に関する目標 

 

中 

 

 

 

期 

 

 

 

目 

 

 

 

標 

ア 学士教育 

(ｱ) 保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の増進と福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

(ｲ) 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献できる技術者の育成を目指す。   

(ｳ) デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様で社会化志向の強いデザイナーを育成する。 

イ 大学院教育 

(ｱ) 保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得する教育研究を行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

【博士後期課程】 

人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するとともに、これら諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題を

解決できる高度な見識を備えた教育者、研究者を育成する。 

(ｲ) 情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応用力をもつ技術者、研究者を育成する。 

【博士後期課程】 

専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘とその解決に指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

(ｳ) デザイン学研究科 

【修士課程】 

デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイン環境に対応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を備

えた指導的実務者、研究者としてのデザイナーを育成する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき措

置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関 

する目標を達成するためとるべき措 

置 

 ― ―  

１ 教育に関する目標を達成するため

とるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するため 

とるべき措置 

 ― ―  

ア 現代社会の一員として生きる基

礎能力を養う。 

ア フレッシュマン特別講義をはじ 

め、全学教育科目を幅広く受講さ 

せ、現代社会で生きる心構えを学び 

とらせる。 

― ― ―  

イ 専門性を修得させるとともに、専

門を起点とする知識の拡がりを把

握させる。 

イ 学部教育における専門科目間の 

連携に重点を置き、専門性の修得と

専門を起点とする知識の拡がりに 

つながるよう教育を行う。 

― ― ―  

ウ 創造力と統合力を修得させる。 ウ 卒業研究を重点として、創造力と

統合力を修得させる。 

― ― ―  

エ コミュニケーション能力と継続

学習能力を育成する。 

エ 実験、演習及び実習の科目を中心

に、コミュニケーション能力と継続

学習能力を育成する。 

― ― ―  

（１）教育の成果に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成 

するためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成 

するためとるべき措置 

― ―  

ア 学士教育 ア  学士教育 ア  学士教育 ― ―  

（ｱ）保健福祉学部   （ｱ）保健福祉学部  （ｱ）保健福祉学部 ― ―  

① 看護学科 

・確かな専門知識・技術・判断力に裏

づけされた高い倫理性を持つ看護

師・助産師を育成するための教育を充

実させる。 

・ヒューマンケアリングが実践できる

①看護学科 

・確かな専門知識・技術・判断力に裏

づけされ、かつ高い倫理性を持つ看護

師･助産師を育成することができるよ

う、講義・演習・実習等の教育を充実

させる。特に、フィジカルアセスメン

①看護学科 

・専門知識・技術・判断力及び高い倫理性

の習得を目指し、3年次に看護倫理学・看

護アセスメント学を増設した。 

・フィジカルアセスメント能力を強化する

ため、看護アセスメント学で臨地実習を中

 

３ 

 

３ 

 1 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

能力を育成するための教育を充実さ

せる。 

 

○ 国家試験の合格率 (％) 

看護師国家試験 現状 99 目標 100 

保健師国家試験 現状 97 目標  97 

助産師国家試験 現状100 目標 100 

※ただし、保健師国家試験の受験は

平成27年3月の卒業生まで 

 

ト能力を向上させるため、「呼吸」に

着目して、解剖・生理・病態・看護問

題の明確化・看護実践の一連のプロセ

スの学習を強化し、実施後の評価を行

う。 

・ヒューマンケアリングが実践できる

能力を育成するため、臨地実習におけ

る学生への継続的な指導を行うこと

を目的に実習評価表を作成し、基礎看

護学実習と一部の領域実習で試行し

てその効果を検討する。 

・グローバル教育推進のため、看護学

に関する専門用語は英語の併記に努

める。 

 

心に評価を行った。   

・ルーブリックを用いた実習評価表を作成

し、基礎看護学・老年看護学・小児看護学

実習で試行した。 

・ヒューマンケアリング論では、リフレク

ションモデルやケアの要素等は原文に日

本語を併記し、資料を配布した。 

○26年度国家試験合格率  

看護師国家試験   97.7％(97.6％)  

※合格者数／受験者数 42/43人(40/41人) 

＊全国平均   90.0％(89.6％) 

保健師国家試験  100.0％(97.7％) 

※合格者数／受験者数 45/45人(42/43人) 

＊全国平均     99.4％(86.5％) 

助産師国家試験  100.0％(100％) 

※合格者数／受験者数 4/4人(4/4人) 

＊全国平均     99.9 ％(96.9％) 

（ ）内は、25年度実績 

② 栄養学科 

・ 栄養科学の基礎から応用まで高度

な知識と実践力を育成する教育を

充実させる。 

・ グローバルな視野をもって問題を

解決できる人材を育成する教育を

充実させる。 

 

○ 国家試験の合格率(％) 

管理栄養士国家試験 

現状  92 目標  95 

②栄養学科 

・臨地実習の内容の向上と学生の職業

意識を高めるために、常日頃から、実

習先との教育・研究面での情報交換に

努める。 

・日中韓コンソーシアム（平成 26年

度に岡山県立大学で実施される）のプ

ログラム編成（日本の食文化の実習と

講義並びにエクスカーションなど）を

充実させ、1・2 年次の学生に参加を

奨励する。 

・管理栄養士国家試験の合格率向上を

目指し、模擬試験を頻繁に実施すると

ともに、個人指導体制の充実に努め

る。 

②栄養学科 

・実習現場の業務の理解や職業意識の向上

を目的に、総合演習 Iにおいて実習指導管

理栄養士を講師として、シンポジウムを開

催した。 

・栄養教育実習において実習先の管理栄養

士を招聘し、模擬病室訪問における助言・

指導を行った。 

・日中韓コンソーシアム(日本の食文化を中

心とした実習と講義)を 8 月に本学で実施

した（2年次生 2名、4年次生 3名が参加）。 

・管理栄養士国家試験の合格率向上を目指

し、業者模試・校内模試の成績を掲示して、

学習意欲の高揚を図った。 

 

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

○26年度国家試験合格率 

管理栄養士国家試験  95.2％( 90.2％） 

※合格者数/受験者数 40/42人(37/41人) 

＊全国平均      55.7％( 48.9％) 

（ ）内は、25年度実績  

③ 保健福祉学科 

・ 社会福祉学専攻では、実践力を備

え新しい福祉ニーズに対応できる

専門職を育成するための教育を充

実させる。 

・ 子ども学専攻では、幼保一体化に

対応した専門職を育成するための

教育を充実させる。 

  

○ 国家試験の合格率(％) 

社会福祉士国家試験 

現状  78 目標  80 

介護福祉士国家試験 

現状   - 目標  95 

※ ただし、介護福祉士国家試験の  

受験は平成28年3月の卒業生から開

始される。 

 

③保健福祉学科 

・平成 25 年度から始まった新カリキ

ュラムの実施状況を点検し、実践力を

備えた専門職を育成する。 

・グローバル教育を推進するため、海

外の研究者による福祉に関する講演

会への学生の参加を促す。 

【社会福祉学専攻】 

・平成 24年度からの社会福祉士国家

試験の難易度の上昇と全国の合格率

の低下に伴い、平成 26年度の目標合

格率を 80%と設定する。 

・模擬試験を 3回以上実施するととも

に、学生主導の学習チームを編成す

る。 

・介護福祉士養成大学連絡協議会作成

の「介護福祉士国試対策 e-learning」

を活用した学習を行う。 

【子ども学専攻】 

・学生の履修状況をコンピュータ上で

把握する、履修カルテシステムを本格

的に運用開始し、学生指導に活用す

る。 

・本学の卒業生等の保育士資格のみを

有する保育士等が、国の特例措置を利

用して、幼稚園教諭免許状を取得でき

るよう、単位修得が必要な一部の授業

科目について集中講義を開講する。 

③保健福祉学科 

・社会福祉学専攻では、12月にカリキュラ

ムの実施状況を点検した。新カリキュラム

の実施状況は順調であるものの、学生間の

学習意欲の格差が課題とされた。 

・子ども学専攻では、11月にカリキュラム

の実施状況を点検した。新カリキュラムの

実施状況は順調であるが、実習内容や希望

進路に適合する選択科目が履修されてい

ないケースが見受けられた。 

・1月に、韓国保健社会研究院のソヌ・ト

ッグ氏による講演会を開催し、72人が参加

した。 

【社会福祉学専攻】 

・社会福祉コース 

4年生を対象に模試を 3回実施し、延べ

137人が参加した。また、社会福祉士国家

試験に合格した卒業生による国家試験対策

講演会を開催し、45人が参加した。また、

学生が学習チームを編成し、独自の模擬問

題を作成し、試験対策に取り組んだ。 

 

○26年度国家試験合格率 

社会福祉士国家試験    76.8％(  84.5％） 

※合格者数/受験者数 43/56 人(49/58人) 

  ＊全国平均         27.0％(  27.5％） 

（ ）内は、25年度実績 

 

 

 

３ 

 

 

３ 

 
社会福祉士国家試験の合格率

が再び目標を下回っており、平

成 28年度卒業生から開始される

介護福祉士国家試験対策とあわ

せ、さらなる対策の強化を図ら

れたい。 

3 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・介護福祉コース 

介護福祉士国試対策 e-learningシステ

ムマニュアルを 3～4年生全員に配布し、概

要説明と学習勧奨を行った結果、37人の学

生が IDを登録し、自己学習に活用した。 

 

【子ども学専攻】 

・履行カルテシステムの修正等を行い、シ

ステムの本格運用を開始した。また、シス

テムで学生の履修状況や自己評価、配慮事

項、進路希望等を確認し、アドバイザー面

接や実習計画立案の際の参考にした。 

・「教師論(幼免特例）」と「教育と社会(幼

免特例）」の２科目を集中講義で開講した。 

・科目等履修生として県内の保育士 31 人

（岡山県立大学短期大学部の卒業生を含む

本学の卒業生 14人）を受け入れた。 

（ｲ）情報工学部 

科学技術の進展とグローバル化、

地域・社会における産業・技術の動

向などを踏まえ、環境変動に適切に

対応できる技術者を育成するため、

専門分野別に学科横断的な教育プ

ログラムを整備充実させる。 

特に、スポーツシステム工学科に

ついては、人体の動的な特性の解明

に重きをおく人間系サイエンスと

ＩＣＴを駆使した情報系のエンジ

ニアリングを融合した教育を充実

させ、超高齢社会の諸問題の解決に

貢献できる技術者の育成を目指す。 

（ｲ） 情報工学部 

・平成 23年度入学生から開始された

3学科共通の横断的情報系教育プログ

ラム（講義科目）を中心に、教育プロ

グラムを点検・改善し、環境変動に適

切に対応できる技術者を育成する。 

・スポーツシステム工学科では、平成

25年度に改革した教育プログラムの

自己点検を年度進行に合わせて進め

るとともに、人間系サイエンスと ICT

を駆使した情報系のエンジニアリン

グを融合した教育研究内容を社会に

広くかつ的確に伝えるため、学科の名

称変更を行う予定であり、その周知を

図る。 

（ｲ）情報工学部 

・横断的情報系プログラムの点検・改善を

行い、各学科で８科目に絞り込んだ。また、

学科の特色をより鮮明に打ち出せるよう、

情報系科目に関する卒業要件を緩和した。 

・教育プログラムの点検を行い、充実が必

要な教育の領域・方法をまとめ、27年度以

降のカリキュラム改革で実現できる準備を

行った。 

・スポーツシステム工学科から人間情報工

学科への学科名称変更について、各種の機

会において周知するとともに、県内の高等

学校を訪問し周知・徹底を図った。 

 

 

 

 

４ 

 

 

３ 

 

 ３学科共通の横断的プログラ

ムの見直しについては評価する

が、環境変動に適切に対応でき

る技術者の育成につながるよ

う、その成果に期待したい。 

 また、学科名を変更した人間

情報工学科では、志願者数、受

験者ともに前年度から大きく減

尐しており、学科の特性等の周

知に努められたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］ 

23 年度入学生から開始した３学科共通

の横断的プログラムの見直しが終了し、27

年度カリキュラムに３学科の特色を明確に

反映することができた。              

（ｳ）デザイン学部 

デザイン学の確立を図り、地域の 

課題解決ができる企画提案型人材

を育成するため、実技教育、尐人数

教育など、柔軟で多様な教育体系や

指導方法を整備充実させる。 

（ｳ）デザイン学部 

・学部の教育プログラムを従来の 7コ

ースから「製品・情報デザイン」、「建

築・都市デザイン」、「ビジュアルデ

ザイン」、「造形デザイン」の 4領域

に再編した新しい教育体系構想の実

質化を、新たに始まる実習授業を中心

にさらに進める。 

・企画提案型人材の育成のため、文部

科学省の補助事業「産業界等との連携

による中国・四国地域人材育成事業」

を引き続き活用する。 

（ｳ） デザイン学部 

・学部の教育プログラムを従来の７コース

から再編した４領域に、新しい教育体系の

構想を、新規に開講した講義と演習が連携

する授業科目を中心に､実質化を進めた。加

えて学年進行に伴って 27年度新規に開始

する授業科目を検討した。 

・企画提案型人材の育成のため、文部科学

省の補助事業「産業界のニーズに対応した

教育改善・充実体制整備事業」を活用した。 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

イ 大学院教育 イ 大学院教育 イ 大学院教育 ― ―  

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

― ―  

① 看護学専攻 

・ 国際的な視野を持ち、高度な

知識・技術・研究能力を身につ

けた専門職の育成を目指す。 

・ 平成25年度から大学院博士前

期課程に移行する保健師教育に

おいては、学士課程との効果的

な連続性に留意しつつ、教育プ

ログラムの展開を図る。 

 

 

 

① 看護学専攻 

・国際的な視野を醸成するため、英語

文献、資料の利用を促進するととも

に、英語によるコミュニケーション力

を高めるため、英語による講義や講演

に参加できる機会をつくる。 

・保健師教育においては、学士課程と

の効果的な連続性を図るため、院生の

講義の一部を学部生も聴講できる等

の機会をつくり、国際保健看護論演習

を海外で行う。 

 

①看護学専攻 

・国際化に対応するため、外国人留学生の

指導経験のある教員によるセミナーを開催

した。また、英語文献を利用した修士論文

の作成に努めた。  

・講座ごとのゼミナールを開催し、看護学

専攻全体の中間発表会を 4回開催した。 

基礎看護学講座   2回 

発達看護学講座   4回 

広域看護学講座  12回 

 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

5 

6 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

○ 国家試験の合格率 (％) 

保健師国家試験 現状 - 目標 100 

※ただし、国家試験の受験は平成27年

3月の修了生から開始される。 

 ・保健師教育において、学士課程との効果

的な連続性を図るため、院前期課程「国際

保健看護特論」の海外講師（英語）による

講義を学部生に聴講可能とした。 

・国際保健看護論演習をネパールで実施し

た。 

・保健師国家試験の受験者はいなかった。 

② 栄養学専攻 

・ 国際的な視野を持ち、高度な

知識・技術・研究能力を身につ

けるとともに、それを生かして

地域社会で指導者・実践者とし

て貢献できる人材の育成を目指

す。 

② 栄養学専攻 

・日中韓トライアングル協定の大学間

で進めている「食と健康」をテーマと

する合同カンファレンス（平成 26年

度は中国四川大学で開催予定）におい

て、英語による研究成果の発表の機会

を持たせる。 

・海外講師による開講科目の大学院生

全員の履修を推進する。 

・包括協定先の総社市や岡山県栄養士

会、総社市栄養士会と連携した地域住

民に対する栄養教育講座などへ学生

を参加させ、地域がかかえる課題に取

り組むことにより実践力をつけさせ

る。 

②栄養学専攻 

・中国四川大学で「食と健康」をテーマに

合同会議を開催し、博士前期課程の学生４

名がポスター発表と口頭発表を行った。  

・海外講師による「韓国食文化特論」を8

月に集中授業で開講し、博士前期課程学生5

人が履修した。 

・院生(1人)と学部生(2人)が総社市働く婦

人の家と岡山県栄養士会総社支部が共催す

る親子料理教室にボランティアとして参加

し、地域住民に対する栄養教育の一端を経

験した。 

 

３ 

 

 

３ 

 

③ 保健福祉学専攻 

・ 国際的な視野を持ち、保健福

祉領域における諸問題を多面的

な観点から探索し、問題解決能

力を有する高度な専門職の育成

を目指す。 

③保健福祉学専攻 

・海外の研究者による福祉に関する講

演会並びに、海外の研究者と大学院生

との研究交流会を開催する。 

 

③保健福祉学専攻 

・1月の韓国保健社会研究院のソヌ・トッ

グ氏の講演会に、院生 6人が参加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

7 

8 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

【博士後期課程】 【博士後期課程】   【博士後期課程】 ― ―  

① 看護学大講座 

・ 看護の知を創造して、国際的

な場で教育研究を遂行・実践で

きる人材の育成を目指す。 

・ 保健・医療の質の向上に貢献

できる看護のリーダーの育成を

目指す。 

①看護学大講座 

・国際学会や海外研究者の講演に参加

することを奨励し、英語での論文執筆

を推奨する。 

・看護の質向上に貢献できるよう、研

究成果を看護実践関係機関・者に還元

する。 

①看護学大講座 

・国際学会での発表や海外研究者講演への

参加、英語での論文執筆を行った。 

・外国人留学生の英語によるプレゼン等に 

ついて意見交換した。 

・院生による研究発表件数 

   論文     6件（4件）うち英文１件 

国内学会   2件（6件） 

国際学会    2件（0件） 

（ ）内は25年度実績 

 

３ 

 

 

３ 

 

② 栄養学大講座 

・ 国際的な先端研究を遂行でき、

栄養学領域において地域社会で

指導者・実践者として貢献できる

人材並びに国際的な研究者とな

れる人材の育成を目指す。 

② 栄養学大講座 

・国内外で開催される国際会議への参

加と研究成果の口頭発表を奨励する

とともに、教育力向上支援事業によ

り、学生への経済的支援を充実させ

る。 

（※教育力向上支援事業について

は、Ⅱ１(3)ウ(ｴ)参照） 

・日中韓トライアングル協定の大学間

のみならず、他大学も含め、海外研究

者との共同研究を奨励する。 

・国際誌への論文投稿を推奨する。 

②栄養学大講座 

・中国四川大学で開催された東アジア栄養

学会議に院生が参加し、ポスター発表を英

語で行った。その際、学生の経済的支援と

して国際交流推進助成費を活用した。 

・院生による研究発表件数 

論文        6件（ 8件） 

国内学会   21件（18件） 

国際学会   12件（ 3件） 

（ ）内は25年度実績 

  ※博士前期課程を含む 

 

３ 

 

 

３ 

 

③ 保健福祉学大講座 

 ・ 創造性と国際的な視野を備え、

保健福祉領域における学術の継

承と発展を担う教育者、研究者の

育成を目指す。 

 

③保健福祉学大講座 

・海外の研究者による福祉に関する講

演会並びに、海外の研究者と大学院生

との研究交流会を開催する。 

③保健福祉学大講座 

・1月の韓国保健社会研究院のソヌ・トッ

グ氏による講演会に、院生 6人が参加した。 

・院生による研究発表件数(修士院生含) 

論文発表   8件（ 6件） 

口頭発表   8件（10件） 

（ ）内は 25年度実績 

 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

9 

10 

11 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

― ―  

技術者に求められる対応領域の

多様化・高度化及び国際化に適合で

きるように、教育内容の刷新を図

る。 

・専門分野の多様化・高度化及び社会

ニーズに対応する教育プログラムを

点検し、改善するとともに、科目を新

設して充実させる。 

・大学院生の国際会議での発表を奨励

する。 

・「ヒューマンエージェントインタラクシ

ョン」「運動機能工学」「生体情報学特論」

の３科目を新設した。 

・院生筆頭による学外発表件数 

論文        7件（ 5件） 

国際会議   21件（15件） 

全国大会   88件（99件） 

中四国大会  44件（46件） 

 ( )内は 25年度実績 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

【博士後期課程】 【博士後期課程】 【博士後期課程】 ― ―  

国際的な視野を備え、情報技術を

多様な分野に展開できる人材育成

を図るために、教育内容及び指導体

制の刷新を図る。 

・学内の領域・研究プロジェクトや競

争的研究資金プロジェクトに大学院

生を参加させ、学術論文や国際会議等

での研究成果発表等を義務化すると

ともに、実施状況(教育の内容、方法

及び体制)を点検し、改善する。 

 国際会議講演発表は、前期課程も含め増

加傾向にあり、学生の国際交流が進みつつ

ある。 

・プロジェクト参加実績 3件 

・院生筆頭による学外発表件数 

論文         2件（ 3件） 

国際会議     3件（ 1件） 

全国大会     3件（ 3件） 

中四国大会    0件（ 0件） 

 ( )内は 25年度実績 

 

３ 

 
 

 

３ 

 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

― ―  

 専門的思考力・技術及び国際的・

総合的視野を備えた指導的実務者、

研究者としてのデザイナーを育成

するための教育内容・実施体制を充

実させる。 

・研究科の教育プログラムについて、

再編 4領域への最適化を一層進める

とともに、シラバスの厳格な運用を通

じて専門的思考力・技術力・総合力の

涵養に努め、研究指導を強化する。 

・シラバスの厳格な運用に努め、総合演習

等において、領域横断科目等の実施により

所属領域外の専門分野の理解を深める機会

を設けた。 

・社会人の受入れについて、履修を考慮し、

 

２ 

 

 

２ 

 

 論文発表や学外発表の積極的

奨励により、発表件数の増加に

努められたい。 

12 

13 

14 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・社会人の積極的受入れを検討し、大

学院の定員確保を図る。 

必須科目から選択科目への変更等に務めた

が、応募者を得ることができなかった。 

・院生筆頭による論文発表等及び作品に関

する学外発表等件数 

①デザイン工学専攻 

国際会議   2件（ 0件） 

全国大会    1件（ 1件） 

②造形デザイン学専攻 

論文        1件（ 6件） 

全国大会    1件（ 1件） 

中四国大会  1件（ 2件） 

 ( )内は 25年度実績 

［評価時の観点］ 

 論文発表及び学外発表が低調であった。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明確化するとともに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

  イ 教育課程 

     知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えるとともに、問題発見能力及び問題解決能力を備えた実学志向の人材育成を目指す。 

学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、時代と社会の様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。また、国際

化に対応して、外国語教育の充実に努める。 

     大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知識の研究指導を行い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

  ウ 教育方法                                           

     学士課程では、専門教育への円滑な移行のため、高大接続教育、入学前教育及び全学教育を実施するとともに、専門教育の充実を図り、基礎知識及び応用能

力を修得させる。これらにより、豊かな人間性を培う教育を推進する。 

     大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力を向上させ、より広い対象に主体的に発揮できるよう研究指導を行う。また、他大学の大学

院及び県内の研究施設と連携して、教育研究を拡大する。  

     成績評価については、シラバス等に基づき厳格に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）教育内容等に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

― ―  

ア 入学者受入方針（アドミッショ 

ン・ポリシー） 

全学及び各学部・学科並びに大学

院各研究科・専攻における「どのよ

うな学生を求めるのか」を入学志願

者にわかりやすく情報提供する。 

また、求める資質の入学者を適切

に選抜するため、入学者選抜方式及

び試験内容の見直し・改善を図る。 

 

ア 入学者受入方針(アドミッショ

ン・ポリシー) 

・学生募集に関わる行事（オープンキ

ャンパス、大学見学、高校訪問、出前

授業、進学相談会等）における入試広

報において、入学者受入方針をわかり

やすく説明するとともにホームペー

ジにおける広報を充実させる。 

・入学者を適切に選抜するため、各選

抜方式で入学した学生の能力・適性を

ア 入学者受入方針（アドミッション・ポ

リシー） 

・学生募集行事において、スライド等を活

用し、入学者受入方針を説明した。 

・入学者受入方針における教育目標を、デ

ィプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリ

シーの関連と役割を明確にし、新たにホー

ムページに公表した。 

・進学ガイダンスにおいて、教職員用のＱ

＆Ａを活用し、本学の特長等を高校生や保

 

３ 

 

 

３ 

 15 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 把握・検証し、入学者選抜方法及び試

験内容の改善を図る。特に、推薦入試

においては、入学者受入方針に沿った

入学者を適切に選抜できる方法を検

討し、改善する。。 

護者に分かりやすく説明した。 

 ・大学院への外国人留学生の受入れを促進

するため、入学者受入方針を含んだ学生募

集要項の英語版を作成した。 

 ・保健福祉学科社会福祉学専攻の一般入試

において、入学者の入試成績を踏まえ、29

年度入試から募集人員を後期日程で 4 人

減、前期日程で 4 人増とすることとし、予

告した。また、保健福祉学研究科（博士前

期課程）保健福祉学専攻の特別入試（社会

人）において、社会人の受入れを促進する

ため、28年度入試から、保健福祉領域に関

する専門知識修得の水準を重視した選抜方

法に変更した。 

・情報工学部の推薦入試において、高校で

学習しておいてほしい内容を明確にするた

め、28年度入試から、面接で行う口頭試問

の理科は「物理基礎」と「物理」から出題

することを予告した。 

 ・情報系工学研究科（博士前期課程）では、

グローバル人材の育成を推進するため、29

年度入試から TOEIC のスコアを活用するこ

とを予告した。 

・選抜方式の評価について、各学部で入学

形式（推薦入試・一般入試各日程）と入学

後の成績推移との関連を調査したところ、

入試形式の間で差異はみられなかった。 

・保健福祉学部教員が、過去 5 年間の受験

及び合格実績のデータを分析し、推薦・前

期・後期試験の志願者数が多かった高校（県

内 12校、県外 8校）を訪問し、入学者受入

方針、入学後の指導状況、国家試験合格状

況について広報を行った。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

イ 教育課程 イ 教育課程 イ 教育課程 ― ―  

（ｱ）全学教育研究機構（全学教育の

全学的な実施組織）が主体となっ

て、全学教育の充実を図る。 

 

(ｱ)全学教育研究機構における 平成

25年度教養教育改革企画立案チーム

が検討 した平成 27年度カリキュラ

ム素案について、 

・全学教育研究機構及び学部学科で協

力し、擦り合わせを行う。 

・平成 27年度全学教育科目開講計画

の抜本的な改訂案を作成する。 

（ｱ）「27 年度カリキュラム検討部会」を設

置し、従来の全学教育科目のカテゴリーの

見直しとコア科目の設定を行い、27年度入

学生カリキュラムを策定した。 

 

［評価時の観点］ 

  幅広い教養と問題解決能力、グローバル

感覚の醸成とコミュニケーション力、並び

に地域で活躍できる基礎力の修得ができる

カリキュラムとなっている。 

 

４ 

 

 

４ 

 
全学教育科目のカテゴリー

の見直し等による入学生カリ

キュラムの策定は、全学教育へ

の教養教育の導入を推進する

観点から評価できる。 

（ｲ） 国際的に活躍できるグローバル

な人材を育成するため、中級英語

Ⅰ、Ⅱの必修化等による実践的な

英語教育、語学・文化研修等によ

る東アジア圏の外国語教育に重

点を置く。 

(ｲ）国際的に活躍できるグローバルな

人材を育成するため、 

・中級英語履修者全員の TOEIC IPテ

スト受験を全学的な協力体制のもと

で実施し、教育の成果を検証する。 

・国際的な異文化理解力やコミュニケ

ーション力を育成するため、語学・文

化研修の授業科目化を実施するとと

もに、プログラムの成果を検証する。 

・成果の検証を踏まえ、本学の英語教

育におけるカリキュラムやシラバス

のあり方の検討を開始する。 

・第 2外国語に関しては、基礎韓国語

Ⅰ、Ⅱで、1,500～2,000の語彙習得

（韓国語能力試験（TOPIK）2級程度）

を引き続き目指す。 

 

（ｲ） 

・中級英語Ⅱ履修者全員が TOEIC IP テス

ト受験を実施した（項目番号 25）。 

・国際的な異文化理解力やコミュニケーシ

ョン力の育成のため、26 年度入学生より

「語学文化研修（英語、韓国語、中国語）」

を授業科目化した。 

・28年度入学生からの実施を目指し、英語

教育のカリキュラムやシラバスのあり方

について検討を開始した。 

・26 年 10 月に開設した国際交流センター

において、ネイティブ講師による英語村

（平日 12 時～14 時）とアデレイド大学ス

カイプ英語授業（木曜 16 時～17 時）を開

講した。 

○第 2外国語関連の受験状況 

・韓国語能力試験（TOPIK）2級 

受験（合格）者数 2（1）人 

・ハングル能力試験 4級 

受験（合格）者数 1（1）人 

・話してみよう韓国語・岡山大会 

 

４ 

 

 

 

４ 

 

 英語教育及び東アジア圏の外

国語教育の充実に向けた各種の

取組は評価できる。 

 今後は、学生を協定締結校へ

短期で派遣する「語学文化研修」

の授業科目化を生かした参加者

の増加に期待する。 

17 

16 



 

25 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

参加者数     3人 

 ・看護学科では、学部生 2人が又松大学校  

での英語授業に参加した。 

また、インドネシアのハサヌディン大学

とネパールのトリブバン大学の教員が、１

年次生に英語で授業を行った。 

 

［評価時の観点］ 

「語学文化研修（英語、韓国語、中国語）」

の授業科目化、国際交流センターでは、英

語村の開設等、各種取組に積極的に取り組

んだ。 

（ｳ） 学士課程では、高大接続教育や、

全学教育科目と学部教育科目と

の間で教育内容の効果的な連携

により、様々な時代的・社会的要

請に適切に対応できる能力を育

成する。 

(ｳ)学士課程で、様々な時代及び社会

の要請に適切に対応できる能力を育

成するため、 

・高大接続教育については、高校にお

ける出前講座や講義の聴講の受入を

積極的に行う。 

・全学教育と学部教育の連携に関し

て、平成 27年度に改定を予定する全

学教育科目開講計画案をもとに、全学

教育研究機構と学部学科が協力して

効果的な連携が図れる履修モデルを

作成する。 

（ｳ） 

・高大連携協定に基づく出前講座等 

講師派遣人数     延 20人 

生徒の受入人数     18人 

・高大連携協定以外の出前講座等 

講師派遣（ガイダンス） ８回 

生徒の受入れ      ３回 

・27年度入学生カリキュラムの共通教育

科目において、ほぼ全てのカテゴリーに全

学科必修となるコア科目を設定し、カテゴ

リーごとの導入モデルを作成した。 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

（ｴ） 大学院の課程では、他研究科の

授業科目の受講や学会及び学会

研究会への参加により、専攻分野

の深化を図るとともに、幅広い領

域に対する問題の提起と解決能

力を育成する。 

(ｴ)大学院の課程で、専攻分野の教育

を深めるとともに幅広い領域に対す

る問題の提起と解決能力を育成する

ため、 

・院生を国内外の学会、学外研究会及

び各種プロジェクトへ積極的に参加

させ、研究成果の発表や視野を広げる

ための情報収集を奨励するとともに

情報収集成果の報告を義務づける。 

（ｴ） 

【看護学専攻】 

・院生が各専門分野の学会や研究会、他機

関の共同研究プロジェクトに参加し、様々

な交流を通じて研究の質を深めることがで

きた。 

・笠岡市北木島で宿泊演習を行い、院生と

学部生が家庭訪問や健康教育等を行い、現

地医療･介護従事者等と意見交換した。 

 

３ 

 

 

３ 
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26 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・フィールド研究として、教員や院生

が積極的に地域に出向き、研究者の視

点でその実態把握を行い、行政等に政

策提言などを行う。 

・他研究科との融合科目の履修を奨励

する。 

院生筆頭の学会発表       2件 

院生の投稿指導           1件 

・修了者の修士論文投稿指導  2件 

【栄養学専攻】 

・院生が国内外の学会やおかやまバイオア

クテイブ研究会(2回)に参加し、専門分野

を超えた研究者との交流により、視野を広

げることができた。 

・デザイン学研究科造形デザイン学専攻と

の融合科目である調理色彩学特論、調理色

彩学特論演習並びに食デザイン学特別研究

を栄養学専攻の学生１人が履修した。 

【保健福祉学専攻】 

・院生が国内外の学会に積極的に参加し、 

8件の発表を行った。 

・院生 2人がフィールド調査研究を行った。 

【情報系工学】 

・必修科目｢システム工学演習Ⅰ｣で５領域

におけるテーマに関する調査研究、発表、

質疑応答を行い、幅広い領域に対する視野

を広げる機会を設けた。 

【デザイン学】 

・保健福祉学研究科栄養学専攻との融合科

目である調理色彩学特論、調理色彩学特論

演習ならびに食デザイン学特別研究を栄養

学専攻の学生１名が履修した。 
・人間工学会関西・中四国支部合同研究発
表会シンポジウムの運営に院生が協力し
た。 

ウ 教育方法 ウ 教育方法 ウ 教育方法 ― ―  

（ｱ） 大学教育へ円滑に移行できる

ように、高大接続教育、入学前

教育を工夫する。 

(ｱ) 大学教育へ円滑に移行できるよ

うに、 

・推薦入学者に対する入学前教育を各

（ｱ）大学教育へ円滑に移行できるよう、次の

取組を行い、アンケート等で効果を確認し

た。 

 

３ 

 

 

３ 

 20 



 

27 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

学部・学科の特性に応じて実施すると

ともに、その成果を点検する。 

・高大連携事業による高校からの講師

依頼を積極的に活用し、大学での学び

に必要な事項を教示する。また、大学

教育への準備として、推薦入学者に必

要な内容を入学前教育プログラムに

反映する。 

 

・実施教育内容等 

看護：看護学基礎領域、英語、医学領域 

 栄養：化学、生物 

 保健福祉：英語、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 

情報工学：英語、数学、力学 

 デザイン：卒業制作展のﾚﾎﾟｰﾄ等、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

・高大連携活動 

高等学校数       8校(     7校) 

参加教員数   延 26人(延  18人) 

講義数        16講義(  15講義) 

受講者数     延 841人(延 481人) 

（ ）内は 25年度実績  

（ｲ） 学士課程では、全学教育を充実

し、基礎知識や応用能力の修得と、

豊かな人間性の涵養に主眼を置い

た教育を行い、その上に立った専

門教育を実施する。 

(ｲ) 学士課程教育で、基礎知識や応

用能力の修得と豊かな人間性を涵養

するため、 

・専門教育を修得する上で重要な全学

教育科目の履修指導を行う。 

・新入生対象の「フレッシュマンセミ

ナー」において、各学部・学科に求め

られる資質や基礎知識が身につくよ

うな教育を行う。 

 

（ｲ）学士課程教育において、 

・専門教育に必要な全学教育科目の履修指

導を行った。 

学部 

学科 
内   容 

看護  科学的思考力の基盤となる基

礎的知識等について指導した。 

栄養 生物・科学分野の全科目を必修

科目と捉えるよう指導した。 

保健

福祉 

専門職業人としての基礎能力

について指導した。 

情報 

工 

 3学科共通の必修科目は｢基礎

解析学｣｢基礎線形代数学｣｢基礎

電磁気学｣の 3科目(情報システ

ム工学科は｢基礎力学｣も必)で、

専門教育とのつながりを具体例

を交えて指導した。 

デザ

イン 

 将来の進路の参考なる専門及

び全学教育科目の履修ガイドラ

インを作成し指導した。 

 

・「フレッシュマンセミナー」での取組 

 

３ 

 

 

 

３ 

 
21 



28 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 

学部 

学科 
内   容 

看護 ・看護学の概要 

・キャリアガイダンス 

・コーネル式ノート、レポート作

成方法 

従来の領域代表の講義に加え、

学生自身の関心を把握し、専門領

域グループ別の発表・意見交換を

行いルーブリックによる評価を

行った。 

栄養 ・栄養学の概要 

・履修の進め方 

・キャリアガイダンス 

・大学での学びの基本 

・実験レポート作成方法 

・図書館の利用法 

・外国語習得の重要性 

上記をオムニバス方式で行っ。 

保健 

福祉 

・現代史、公民 

・学科での学び 

・社会福祉学専攻での学び 

・子ども学専攻での学び 

・キャリア形成教育 

を実施した。 

情報 

工 

・数学と力学教育を重点的に実施

した。 

デ ザ

イン 

・進学・就職両面から、学外講師

を多く招き、産学連携セミナーと

して実施した。 
 



 

29 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（ｳ） 大学院の課程では、専攻分野に

おける研究能力を向上させ、広い

視野で主体的に問題発見・問題解

決ができる能力を修得し発揮で

きるように教育研究体制を整備

する。 

    また、教育研究の充実と社会の

ニーズを的確に把握するため、他

大学の大学院、公的試験研究機関

や民間の研究所等と人的交流を

行い、必要に応じて連携大学院方

式の推進等に取り組む。 

(ｳ) 専攻分野における研究能力を向

上させ、広い視野で主体的に問題発

見・問題解決ができる能力を修得さ

せるとともに、社会のニーズを的確

に把握した研究を推進するため、 

・領域ゼミや専攻中間発表会等を活

発に行うとともに、専門領域のみで

なく、他の領域の授業も積極的に受

講させる。 

・前期課程の院生を他研究科との融

合領域の共同研究に参画させる。 

・行政・産業界等に対して、研究成

果を用いて積極的に提言・提案を行

う。 

・他大学や研究機関の研究者や大学

院生との研究交流を活発化させる。 

 

（ｳ） 

【看護学専攻】 

・専攻中間発表を 3 回実施し、後期課程の

発表にも参加することを奨励した。 

・看護学大講座   基礎領域  2 回 

発達領域  2 回 

広域領域 12 回 

・吉備国際大学、新見公立大学等の研究者

と合同でゼミナールを開催した。 

【栄養学専攻】 

・前期課程の学生が、デザイン学部と情報

工学部の教員の指導により、共同研究を行

った。 

・25 年度に引き続き、(株)ハローズと共同

研究を行い、院生の企画を中心とした栄養

バランス弁当を開発した。 

・産学連携の「自然薯の食品機能性の探索」

に関する共同研究に院生 3 人が参画した。 

【保健福祉学専攻】 

・中間発表会を 2回実施した。 

・他領域の授業を積極的に受講できるよう

奨励し、3人が受講した。 

・3 人の院生が日本介護福祉学会に参加し、

他大学の研究者と交流を図った。また、5

人の院生が認知神経心理学研究会に参加

し、他大学・研究機関の院生や研究者と交

流を図った。 

【情報系工学研究科】 

・システム工学演習で５領域に所属する全

学生が発表と討論を行い、社会ニーズに広

い視野で対応できる能力の育成に努めた。 

・アクティブラボやアクティブキャンパス、

岡山県産業振興財団や県内自治体等が行う

社会連携活動に院生延べ 77人が参加し、研

究能力の向上や幅広い視野を持つ機会を得

 

３ 

 

 

 

 

 

３ 
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30 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

ることができた。 

【デザイン学科研究科】 

・栄養学専攻前期課程の院生がデザイン学

部および情報工学部の教員の指導により、

共同研究を行った。 

（ｴ） 教育課程の編成・実施方針（カ 

リキュラム・ポリシー）を整理し、

それに基づいて現状のシラバス

の更なる改善を行い、改善された

シラバスに基づく授業及び成績

評価を厳格に行う。 

     また、学位授与方針（ディプロ

マ・ポリシー）を明確に定め、こ

れに基づいた修了認定を厳格に

行う。 

     さらに、成績評価分析を常に実

施し、教育方法等の改善に活用す

る。 

(ｴ) 

・平成 25年度に設定したカリキュラ

ム・ポリシー（教育課程の編成・実施

方針）、ディプロマ・ポリシー（学位

授与方針）については、学生に周知す

るとともに履修案内やホームページ

等に明記する。 

・シラバスについては、関連する授業

科目間の整合性、連続性を学科単位で

点検する。各教員は、自身が受持つ授

業のシラバス及び成績評価の方法に

ついて点検する。 

・デザイン学部においては、涵養すべ

き能力を加味した履修モデルの再検

討を引き続き実施する。 

（ｴ） 

・教養教育改革による開講計画の策定等に

基づき、カリキュラム・ポリシー及びディ

プロマ・ポリシーを改訂し、ホームページ

等に明記した。 

・27 年度からの新しい成績評価（GPA 制度）

導入に向け、在学生に係る GPA の試算と内

容の検討等を行った。 
・保健福祉学科では、ワーキンググループ
を作り、授業科目の整合性と連続性につい
て点検した。また、シラバスと成績評価の
方法について点検を行った。 
・デザイン学部では、涵養すべき能力を加
味した履修モデルを再検討し、『履修案内』
に複数モデルを例示した。 

 

３ 

 

 

 

 

 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配置と専門性の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実を図る。 

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、FD(ファカルティ・ディベロップメント：教員組織による能力開発)活動の改善を図りながら引き続き推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）教育の実施体制等に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成

するためとるべき措置 

― ―  

ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ― ―  

本学の教育目標に則して、新たな 

学問の展開や社会状況に対応でき

るように、学部・学科の枠を越え、

全学的な視点に立った弾力的な教

員選考・教員配置を行う。 

（職員の配置についてはⅢ4(2)イ

（項目 No.76）参照） 

  教員の欠員が生じた場合にそのポ

ストを他学科へ移す等、時代のニーズ

に対応する学科構想を持つ分野を充

実させるように、人事委員会において

全学的な視点で適正な教員選考を行

うとともに、教養教育の充実に向け、

これまで各学部に所属していた全学

教育研究機構兼務の教員を機構専任

とするなど、適正な教員の配置方法を

検討する。 

また、平成 25 年度に決定した教員

定数の削減方針（5年間で 9名）を踏

まえ、着実に削減を進めるとともに、

特任教員の採用や非常勤講師の活用

等、教育の質の低下を招かないよう、

全学的視点で教員の配置を行う。 

・教員選考規程に基づき、教員選考（公募）

を行った。 

  教員選考（公募）実績  18人（19人） 

  （ ）は 25年度実績 

 

・保健福祉学科及び造形デザイン学科の助

教各１名を削減した。 

教員定数の削減      2人（ 1人） 

（ ）は 25年度実績 

     

 

 

３ 

 

 

３ 

 24 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 ― ―  

（ｱ） 語学センターでは、英語の自主

学習ソフトの利用促進と、貸出用

教材の充実を図るなど、学生が使

える英語を習得できるよう支援

体制の一層の充実を図るととも

に、国際交流の場を提供する。 

また、引き続き学内で TOEIC IP

テストを定期的に実施し、学生の

語学力の向上を図る。 

 

○TOEIC IPテスト 

項目       現状 目標 

受験者数      45人 300人 

500点以上取得者数 15人 100人 

(ｱ) 語学センターでは、以下の取組

を行う。 

・長期休暇中も語学センターを開放

し、学生の自主学習の機会を増やすと

ともに、多読用図書をはじめとする貸

出用教材の充実により、引き続き、学

生が言語運用能力を高めるための支

援を行なう。 

・学外からのアクセスが可能となる英

語の自学自習システムの活用をより

一層促すことによって、英語運用能力

全般や TOEICのスコアの向上を図る。 

・国際教養講座やカルチャーランゲー

ジテーブルを開き、アカデミックな視

点からグローバルな人材を育成する

ための方法を探る。 

・全学的な協力体制のもと、主に 2年

次生を対象とした TOEIC IPテストを

実施し、学生の英語力向上の支援を行

なう。 

 

○TOEIC IPテスト 

項目         目標 

受験者数      400人 

500点以上取得者数  30人 

（ｱ） 

・長期休暇中の CALL教室の利用者 16名 

・多読用図書の貸出数       832冊 

・TAによるスピーキング指導 

延べ  224時間 

・多読用図書及び TOEIC等の資格試験対策

本などの貸出用教材の充実に努めた。 

・ALC の自学自習システムを活用した課外

学習の機会は、学外からのアクセスを可能

としたことで利便性が高まり、学生の利用

が高まった。 

・カルチャー・ランゲージ・テーブルでは

国際学会での英語による発表や外国の研

究者との交流について、また、国際教養講

座では英語のスピーキング力を向上させ

る方法について講演が行われた。 

・TOEICテスト演習 2000を導入し、中級英

語Ⅱ履修者全員の TOEIC IP 受験の対策を

講じた。 

 

・TOEIC IPテスト 

 受験者数 500点 

以上 

H25実績 99人 19人 

H26実績 395人 34人 

 2年次生 376人 28人 

任意受験 19人 6人 

 

［評価時の観点］ 

  TOEIC IPの受験対策をはじめ、様々な英

語学習の支援を行った。 

 

４ 

 

 

３ 

 

 英語学習の支援のための

様々な取組は評価するが、グロ

ーバル教育の推進を掲げる大

学として、学生の語学力の一層

の向上を図られたい。 

25 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（ｲ） 情報教育センターでは、学生

の情報活用能力の向上を図るた

め、学生の自主学習や教員の教育

活動の支援体制の充実を図る。 

また、学内の全学教育用・業務

処理用情報システムの整備・更新

等を効率的に行う支援をする。 

 

(ｲ) 情報教育センターでは、以下の

取組を行う。 

・基幹ネットワークの管理を行うとと

もに、セキュリティ関係機器の更新等

によりネットワークのトラブル防止

と利便性の向上に努める。 

・大学全体としての情報セキュリティ

向上のための取組（ルール策定や学内

周知等）を行う。 

・学生から要望の多い情報処理演習室

の開放については、講義との調整を行

い、最大限の開放日数及び開放時間の

確保に努める。 

（ｲ） 

・「情報システム運用・管理規程(案)」の

作成と関連マニュアルの見直しを行い、情

報セキュリティ管理の強化を図った。 

・オフィス系ソフトウエアの負担の軽減と

最新化を目的に、包括ライセンス契約を締

結した。 

・27年度の全学ネットワークシステム更改

に向けて設備設計を行った。 

・授業時間外の演習室の開放実績 

開放日数     162日（    163日） 

利用者数  延 16,421人（延 17,829人） 

(  )内は 25年度実績  

 

３ 

 

３ 

 

（ｳ） 健康・スポーツ推進センター

では、スポーツ及び健康に関する

教育、課外活動の充実と向上を図

るとともに、スポーツを通じての

学生や教職員の親睦と健康維持

を目指す。 

また、地域住民を対象にしたグ

ランドゴルフ大会の開催等、スポ

ーツを通じた地域貢献に寄与す

る。 

(ｳ) 健康・スポーツ推進センターで

は、以下の取組を行う。 

・引き続きスポーツ施設・設備の点

検・補修や貸出用スポーツ用具の補充

を行う。 

・新入生へのフレッシュマン特別講義

を含む教育・広報活動や講習会等を通

じて、利用促進を図る。 

（ｳ） 

・岡山県立大学学長杯尐年尐女サッカー大

会を開催し、県内外から延べ 1200 人の小

学生が参加した。 

・岡山県立大学学長杯第 21 回グラウンド

ゴルフ交歓大会を開催し、高梁・総社・倉

敷の高齢者約 160 人が参加した。 

・施設の学外開放実績   45 件 

（野球場 20 件、グラウンド 25 件） 

 

３ 

 

 

３ 

 

（ｴ） 附属図書館では、図書・資料の

電子化と図書館の利用形態の変

化に対応し、閲覧環境の充実と利

便性の向上に努める。 

また、大学の学部構成等を考慮

した特色ある図書・資料の充実に

努めるとともに、学生、教職員及

び学外利用者に対する教育研究

支援サービス等の充実に取り組

み、その利用促進を図る。 

(ｴ)  附属図書館では、図書館の利用

形態等の変化に対応して、以下の取組

を行う。 

・大学祭での一般開放の実施や中学生

の職場体験の実施等、学外者への認知

度を向上させる。 

・研究閲覧室の整備を行い、グループ

学習等の利用形態の拡充を図る。 

・学術コンテンツの電子化など、IT

化を推進する。 

（ｴ） 

・大学祭で一般開放とリユース市を開催し

た。また、中学生の職場体験(総社東中学

校 2人）や総社市図書館協議会の見学等に 

より、学外者への認知度向上に努めた。 

また、図書館マスコットを使ったオリジ

ナル缶バッジを作成し、アンケート回答者

等の学外利用者に配布した。 

・新入生に対し図書館ガイダンスの充実を

図り、認定看護の医中誌等の利用による文

 

３ 

 

３ 

 

26 

27 

25 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 ・新入生図書館ガイダンスの徹底、教

員・職員そして学生との連携による選

書、授業での活用等により、学生の利

用促進を図る。 

献検索ガイダンスを行った。 

・選書ツアーを開催し、学生希望図書の充

実を図った（参加者 17人､選書冊数 229冊､

購入冊数 152冊）。 

・研究閲覧室のパソコンを更新し、グルー

プ学習の支援を図った。 

・館内スペース狭猥化に伴い、洋雑誌は電

子ジャーナルに切替えて、購入経費を縮減

し、書架の増設を行った。 

・ギャラリー展示事業を５件実施し、その

内１件は、学内の他機関（子育てカレッジ） 

と協働し地域広報活動を行った。 

・ビブリオバトルを４回開催し、学生の読

書への啓蒙を図った。 

・ 学外者へのサービス向上のため、アン

ケートを実施しデータを収集分析した。 

・新規形態として、新書一式（文庫）を購

入し、読書を通した教養の啓蒙を図った。 

ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 － －  

（ｱ） 評価委員会が中心となり、大学

教育のあり方を検討した上で、教

育内容や授業方法の改善に資す

る FD（ファカルティ・ディベロッ

プメント）活動を、年次計画を立

てて継続的に実施する。 

(ｱ) 評価委員会においては、本学の

活動を点検・評価することを主な業務

とする。 

・本学全体の教育・研究・社会活動を

点検・評価する。 

・本学教員の個人評価について点検・

評価する。 

・認証評価機関における認証評価に向

け準備する。 

・効果的な点検・評価方法を検討する。 

 

（ｱ）評価委員会の役割と部会を見直し、
FD活動の企画・実施は大学教育開発センタ
ーが行うこととし、評価委員会はその評価
を行った。 
・教員の個人評価について（項目番号 72） 
・認証評価について（項目番号 68） 

○第 1回研修会(FD･SD研修会) 

 月日：12月 4日（木）   参加 154人) 

 「全学的な教育改革のための組織改編と

教職恊働～愛媛大学での経験から～」 

（講師：愛媛大学教育・学生支援機構副

機構長・教育企画室長 小林直人教授） 

「本学における組織改編と教育研究の

効率化」（講師：辻 英明学長） 

 

４ 

 

 

３ 

 

 組織改編が、大学運営の問

題点を解消し、全学で課題解

決に取り組む組織として機能

するのか、その効果の検証に

期待したい。 

29 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

「本学の大学教育開発センターの機能

と必要性について」（講師：大学教育開

発センター長 田内雅規特任教授） 

○第２回研修会(FD研修会) 

月日：1月 16日（金）（参加 128人） 

「産業界ニーズＧＰにおける本学デザ

イン学部の取組概要」「大学生の就業力

育成支援事業（平成 22 年度文部科学省

採択）‘デザイナーの卵孵化推進教育プ

ログラム’との関連について」 

（講師：吉原直彦デザイン学部教授） 

「デザイン学部の取組概要・活動事例、

３大学の連携取組概要・活動事例」 

（講師：野宮謙吾デザイン学部准教授） 

「デザイン学部の取組の成果と課題、３

大学の連携取組の成果と課題」 

（講師：森下眞行デザイン学部教授） 

○シンポジウム「実践的工学教育につい

て」(岡山県工学教育協議会主催) 

「人間情報工学科の教育」 

（講師：情報工学部） 

 

［評価時の観点］ 

  大学運営の問題点を解消し、全学で課題

解決に取り組む組織へ改編した。 

（ｲ） 評価委員会と各学部・学科が連

携を取りながら、教員の個人評価

結果や学生の授業評価アンケー

ト結果を分析して、教育の質の改

善に活用する。 

(ｲ) 評価委員会において、教員の個

人評価結果や学生の授業評価アンケ

ート結果を分析して、その結果を基に

して各学部学科で教育内容及び授業

方法の方策を決定する。 

 

（ｲ）評価委員会の役割と部会を見直し、

学生の授業評価アンケートの企画・実施・

分析は大学教育開発センターが行い、評価

委員会はその評価を行った。 

［授業評価アンケート結果］  

26年度前期 

実施科目  391教科（380 教科） 

実施率  99.0%   （96.4%） 

※被評価延教科目数/授業評価対象延教科 

 

４ 

 

 

３ 

 

項目番号 29 に同じ。 30 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

共通 6項目評価  4.13±0.40(4.09±0.43) 

※平均値±標準偏差 

26年度後期 

実施科目   370教科（353教科） 

実施率    96.1 %  （96.2%） 

共通 6項目評価 4.16±0.40(4.11±0.38) 

※平均値±標準偏差 

( )内は 25年度実績 

 

［評価時の観点］ 

  項目番号 29に同じ 

（ｳ） 教育年報を発行し、本学の教育

活動の成果を集約し、各種評価の

ための資料を提供するとともに、

次年度に向けた教育の質の改善

の指針を提示する。 

 

(ｳ)  本学の教育活動及び教育改革活

動の平成 25年度における成果を集約

した教育年報については、各項目の最

後に「課題」を設け、次年度につなが

る議論が展開できるようにする等、全

体の構成や項目の見直しを行い、5月

中旪に発行する。 

(ｳ）「教育年報 2013」を 6月に発行した。 

27年度に発行する「教育年報 2014」の   

構成や項目の見直しを行い、本学の教育活

動及び教育改革活動の成果を分かりやす

くまとめた。 

 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

（ｴ） 教員の教育力向上等に直接結び

つく調査、実践活動に対する学内

競争的資金を充実させる。 

(ｴ)  教員の教育力向上等を図るた

めに、教育力向上支援事業について

は、特に予算面で配慮する。 

※教育力向上支援事業 

全学(教養)教育、学部教育及び大学

院教育の改革推進、キャリア形成支援

及び教員の教育力向上・開発等に直接

結びつく調査、実践活動に対して助成

する事業。 

（ｴ）教育力向上支援事業の助成対象を拡充

（大学院へ対象拡大、海外渡航費への一部

援助）し、本学のグローバル化に向けた取

組を強化した。また、採択件数と配分額を

大幅に増加し、予算面で配慮した。 

・26年度教育力向上支援事業結果 

採択件数   27件  （13件） 

配分額 12,789千円（5,170千円） 

 （ ）内は 25年度実績  

 

[評価時の観点] 

 事業の助成対象の拡充により、グローバ

ル教育の促進を図った。   

 

４ 

 

４ 

 

 教育力向上支援事業は対象

範囲が広く、様々な試みが可能

な自由度の高い学内競争的資

金であることから、教育力の向

上に有効であると考えられる。

その意味から、採択件数や予算

配分額を大幅に増加させた点

は評価できる。 

32 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

学生が有意義な大学生活を送れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の充実を図る。 

（１）学習支援、生活支援に関する目標 

 

中期目標 学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するとともに、心身の健康管理や相談等、学生生活に係る支援体制の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人 

自己 

評価 

委員 

会 

評価 

委員会参考意見 

２ 学生への支援に関する目標を達成

するためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成 

するためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

   

（１）学習支援、生活支援に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援に関する目標を達

成するためとるべき措置 

― ―  

教員が学生の訪問時間帯を設け

て研究室で待機し、授業等の疑問点

や個人的な悩みなどの相談を受け

るオフィスアワー制度、学生毎にア

ドバイザー教員を決め進路や学業

などの相談を受けるアドバイザー

制度、保健室の専門の職員による健

康管理体制及び心配ごとや悩みを

専門のカウンセラーが聞く「ほっと

ルーム（学生相談室）」などの充実

を図り、自主学習及び生活・進路相

談における指導体制を強化する。 

 

 

 

 

 

・年度初めのオリエンテーション時

に、学生の自主学習支援や生活・進路

上の問題解決を目的としたオフィス

アワー制度等を学生に周知する。 

・メンタル面等における支援が必要な

学生には、学生相談室を中心にして適

切な対応に努める。 

・オフィスアワー以外の時間帯でも教

員と学生とのコミュニケーション機

会の拡大に努める。 

・UPI (学生精神的健康調査)調査時に、カ

ウンセラーによる学生への迅速な声かけ

や、体調不良から心の問題を探り相談室に

つなげること、教職員による学生支援相談

等、相談室、保健室、教職員等が連携し、

効果的な支援を行った。 

・年度初めのオリエンテーション時に、学

生の自主学習支援や生活・進路上の問題解

決を目的としたオフィスアワー制度や専

門のカウンセラーによる「ほっとルーム

（学生相談室）」の活用について周知した。  

看護学科では、あわせてガイダンスグル

ープ制度等を周知した。 

看護学科では、メンタル面等の支援が必

要な学生に、学生相談室を中心にして適切

な対応に努めるとともに、オフィスアワー

以外に研究室を訪れた学生にも対応する

等、教員と学生とのコミュニケーション機

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人 

自己 

評価 

委員 

会 

評価 

委員会参考意見 

会の拡大に努めた。また、新入生の履修届

け期間内に、1､2年次生がガイダンスグル

ープ毎に集まり、学生間と学生教員間の親

睦を図りながら、履修に関する学習支援等

を実施した。 

  栄養学科では、全 1〜3年次生に対し、4      

月に 1回以上のアドバイザー面談を行い、

1～2年次生は6月の研修旅行時にもアドバ

イザーミーティングを行う等、オフィスア

ワー以外でも教員と学生とのコミュニケ

ーションの機会を持った。また、授業習熟

度の低い学生に対し、アドバイザー教員が

個人指導を行った。 

保健福祉学科では、1～2 年次生を対象に  

アドバイザー制度を設け、４月と 10 月に

学業や進路に関する面談を行った。10 月に

は、前期の成績を踏まえた相談を行い、安

心して学業を進められるようにした。 

デザイン学部では、クラス担当教員を置  

き、学生とのコミュニケーション機会の拡

大に務めた。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（２）経済的支援に関する目標 

 

中期目標 学業成績が優秀で経済的支援が必要な学生について、学業に専念できるよう経済的な支援の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 

法人 

自己 

評価 

委員 

会 

評価 

委員会参考意見 

（２）経済的支援に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

― ―  

学業成績が優秀で経済的支援が

必要な学生については、授業料減免

制度の活用、各種奨学金の斡旋など

により支援する。 

 

 

 

 

  授業料減免及び各種奨学金制度に

ついて、説明会の開催やホームページ

等への掲載により周知を図り、制度の

活用、斡旋による経済的支援を行う。 

※ 授業料の減免については、毎年度

約 150名の実績、奨学金制度について

は、毎年度約 90 名の定期採用者とな

っている。 

（２） 

・授業料減免及び各種奨学金制度につい

て、説明会の開催やホームページ等への掲

載により周知を図った。 

・経済的な理由により修学を断念しないよ

う、学資等が十分でなく就学が困難で学業

成績が優秀な学生に対して、制度の活用、

斡旋による経済的支援を行った。 

授業料の減免 

  減免実績   延 147人（延 158人） 

日本学生支援機構奨学金 

  定期採用者数   61人(    93人) 

  応募者数      61人(    93人) 

( )内は 25年度実績 

 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（３）就職支援に関する目標 

 

中期目標 学生の社会的・職業的自立を支援するため、キャリア教育を実施するとともに、能力や適性に応じた進路指導や就職活動支援を行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）就職支援に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（３）就職支援に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（３）就職支援に関する目標を達成するため

とるべき措置 

― ―  

ア 学生が単なる就職活動に止まら

ず、人間形成や職業観などを幅広く

身につけられるように、教員は日頃

の授業を通じてキャリア形成支援

に努める。   

 

 

ア 学生に幅広い職業観が身につく

ように、以下の取組を行う。 

・「フレッシュマン特別講義」や「フ

レッシュマンセミナー」を通じた、初

年時からのキャリア教育を充実させ

ることにより、学生のキャリア形成を

積極的に支援する。 

・看護学科においては、県内の病院等

で勤務している新卒者の学び直しの

機会を設け、在学生と交流することに

より先輩からキャリア形成への示唆

を得る「里帰り授業」を試行する。実

施施設は、将来看護学科の実習や共同

研究に資することを条件とする。 

・デザイン学部の高年次生について

は、文部科学省補助事業「産業界等と

の連携による中国・四国地域人材育成

事業」と連携を図りながら、正課及び

正課外の活動を通じてキャリア形成

を支援する。また、ポートフォリオ（作

ア  

・看護学科では、フレッシュマンセミナー

において、「私のめざす看護職」のタイト

ルでレポートの作成と尐人数グループで

のディスカッションを行い、看護の専門職

者としての意識の形成に努めた。 

また、1年次後期に、第一線で活躍する

保健師・養護教諭の講義から、幅広い看護

の実際を理解する機会（地域看護学概論）

を設け、学生の関心がある領域の実習によ

り将来のビジョンが描けるよう支援した。 

さらに、25年度の卒業者で、県内に勤務

する看護師数名に対して「里帰り授業」を

行い、継続的な学習支援を行うとともに、

在学生と交流を通じて先輩から、キャリア

形成への示唆を得ることができた。 

・栄養学科では、フレッシュマンセミナー

において、管理栄養士としてのキャリア形

成を支援するため、大学での学ぶ姿勢の習

得から専門職領域への入門を意識した授

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

品集）作成の指導等を、学部内のポー

トフォリオ展等として実施する。 

業を行った。また、在学生のオリエンテー

ション時に、臨地実習をはじめ就職・進学

への取り組みについて教示した。 

・保健福祉学科では、フレッシュマンセミ

ナーにおいて、学科に求められる資質とキ

ャリア形成の講義を行った。その際、ロー

ルレタリング法を用いたキャリアプラン

ノートの作成や将来（4年時）の自分に宛

てた手紙の作成を通じて、学生がキャリア

プランをもてるように教育した。 

・情報工学部では、大学祭ホームカミング

や県大吉備塾において卒業生と在学生の

懇談会等を設け、幅広い人間形成や職業観

などの形成を支援した。 

・デザイン学部では、文部科学省補助事業

「産業界のニーズに対応した教育改善・充

実体制整備事業」と連携を図りながら、正

課及び正課外の活動を通じてキャリア形

成を支援し、岡山理科大学、山口東京理科

大学と共催の当該事業の統括シンポジウ

ムにおいて、学生の取組みの発表を行っ

た。また、ポートフォリオ（作品集）作成

の指導等を、学部内のポートフォリオ展等

として実施した。 

イ 学生のキャリア形成を支援するた

め、インターンシップ等の機会を充

実させる。 

イ 学生のキャリア形成を支援する

ため、以下の取組を行う。 

・インターンシップの意義、重要性、

募集に関する情報提供等について、年

度初めの在学生オリエンテーション

等の際に、学生へ周知を図る。 

・受入企業等との調整を行い、参加を

希望する学生の円滑な活動を支援す

る。 

イ 4月にインターンシップ説明会を開催

し、意義と重要性について周知し、参加手

続きについて説明した。 (参加 125人)  

 ・NPO法人WILが運営するインターンシップ

専用サイト「キャンパスウェブ」を活用 

し、受入企業等との連携を図りながら、有

意義な体験が出来るよう支援した。 

 ・民間企業等（NPO法人WIL利用）のインタ

ーンシップに38人の学生が参加した。ま

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・ボランティア活動に関する情報を学

生に提供するとともに、AMDA等と連

携し、学生のキャリア形成に効果的な

ボランティア活動を支援する。 

た、総社市のインターンシップに12人の学

生が参加した。 

・看護学科では、夏季休業中の職場体験を

支援し、2年次生4人(2件)が参加した。 

・栄養学科では、病院等での管理栄養士特

別インターンシップ先の開拓に努めた結

果、検討した学生が 2人いたが実現しなか

った。また、受入企業等との共同研究（農

マル園芸）において、地産地消を生かした

食材を利用した弁当と米粉麺メニューを

開発した学生のインターンシップ参加を

支援した結果、5人の学生が延べ 14日間の

インターンシップを行った。 

・大学コンソーシアム岡山を通じて岡山経

済同友会が実施した「東日本大震災復興支

援ボランティア活動」に 3人が参加した。  

・保健福祉学科の教員が 45 件のボランテ

ィアの情報を学生に提供し、延べ 282人が

ボランティアに参加した。 

ウ 就職相談、各種ガイダンスや模擬

試験を実施し、学生の状況に応じた

指導や支援を行うとともに、企業の

学内説明会の実施、インターネット

及び就職相談室での求人情報等の提

供などにより、学生が就職活動を効

率的に展開できるよう支援する。 

 

 

 

 

 

 

ウ 就職相談、各種ガイダンスや模擬

試験については、以下の取組を行う。 

・就職相談を通常週 2回、相談の集中

期には週 3回実施するとともに、学生

のニーズにあったガイダンス、模擬試

験、自己分析検査などを就職活動の時

季にあわせて開催し、学生への指導や

支援を行う。 

・求人情報等の就職情報を学生が効率

的に収集、活用できるようインターネ

ット等による情報提供の充実を図る。 

・平成 26年度卒業生の就職率の目標

を、保健福祉学部 97％、情報工学部

ウ 相談員による模擬面接やエントリー

シートの作成指導などの就職相談（週２～

３回）では、学生１人ひとりに応じた細や

かな相談、指導を行った。 

就職活動の準備を積極的に進めるため、

業界研究やエントリーシート・面接対策な

ど選考をふまえた内容のガイダンスや SPI

模擬試験や自己分析検査等を実施した。 

また、大阪等で行われる大規模な合同企

業説明会へ「就活バス」を運行した。 

求人検索システム「求人ナビ」に先輩の

就職活動体験記録を閲覧出来る機能を追

加し、求人情報や就職関連情報を効率的に

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

○卒業生の就職率（％） 

学部名     現状  目標 

保健福祉学部  96.8  97 

情報工学部   95.2  97 

デザイン学部  87.8  95 

(就職率＝就職者数/就職希望者数) 

 

 

 

 

 

 

96％、及びデザイン学部 90％とする。 

・保健福祉学部では、医療施設等から

の求人に教員が積極的に対応し、情報

収集に努める。また、早期離職ケース

については職場訪問等により状況を

把握し、今後の就職指導に活用すると

ともに、個別の支援を行う。 

・情報工学部では、システムエンジニ

アリング岡山（SEO）主催の会社説明

会（本学開催）及び近隣県の企業を数

社招いた合同説明会への学生の積極

的な参加を働きかける。 

・デザイン学部では、年 2回開催して

いる「ポートフォリオ展」や卒業生等

を招いた「就活トークショー」、学外

特別講師による「個別キャリアガイダ

ンス」を充実させる。 

収集、活用出来るよう工夫・改善を図った。 

・看護学科では、4 年次生が進路希望先の

決定に活用できるよう、学科で企画する就

職進学ガイダンスの開催時期を、6 月から

5 月に変更し行った。また、同日に卒業生

のホームカミングデーを開催し、卒業生と

在学生が交流できる時間を設け、OB・OG

からの情報収集が可能となるようにした。 

・栄養学科では、年度当初に、就職支援セ

ンターと協働で面談会を実施し、就職活動

の実情を理解するとともにエントリーシ

ートの作成など具体的な活動につながる

よう支援した。また、卒業生による講演

会・面談会を実施した。公務員試験の模擬

試験の実施や過去の就職活動記録の情報

を分野別に整理し効率的に活用できるよ

う情報提供を行った。 

・保健福祉学科では、毎週 1回掲示板に求

人票を掲示し、応募期間が短いものは、メ

ールで就職情報を伝えた。 

4 年次生を対象に、4 月に進路希望調査

を行い、学生の進路希望の把握に努め、5

月に 15 か所の医療・福祉機関による就職

説明会を開催した(参加 45 人）。また、3

年次生を対象に、12月に就職ガイダンスを

行った(参加 56人)。 

随時、就職に関する個別相談(104 件)を

行った。 

就職・進学委員長が、7 か所の医療・福

祉施設機関の人事担当者と面談した。 

卒業式のガイダンス時に、就職・進学委

員長が、早期離職者に対する大学の支援事

項について説明した。 

・情報工学部では、3月に 27年度卒業・修
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

了予定者を対象に、情報工学部合同企業説

明会を開催した(参加企業数 39社、参加学

生数 66人)。また、卒業生による会社・業

界説明会を行った（12回）。 

大学祭ホームカミング、県大吉備塾等で

体験談を後輩に語ってもらい、効率的で現

実的な就職活動を紹介した。 

・デザイン学部では、「ポートフォリオ展」

や卒業生等による「就活トークショー」を

実施した。また、学外特別講師による「個

別キャリアガイダンス」および「特別授業」

を、ほぼ毎月実施した。 

 

○26年度卒業生の就職率 

              97.9％( 96.1％) 

（学部生の就職率） 

  保健福祉学部     100.0％( 98.5％) 

    看護学科     100.0％(100.0％) 

    栄養学科    100.0％( 95.0％)  

    保健福祉学科  100.0％(100.0％) 

情報工学部       96.2％( 98.4％) 

  デザイン学部      95.5％( 89.2％) 

  学部全体        97.8％( 96.2％) 

（院生の就職率） 

  保健福祉学研究科   100.0％(100.0％) 

情報系工学研究科    98.0％(100.0％) 

デザイン学研究科  100.0％( 50.0％) 

  大学院全体       98.4％( 95.5％) 

( )内は 25年度実績 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（４）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中期目標 外国人留学生が良好な環境で学習できるよう、各種支援の充実に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（４）留学生に対する配慮に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（４）留学生に対する配慮に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（４）留学生に対する配慮に関する目標を達

成するためとるべき措置 

― ―  

外国人留学生に対しては、奨学金 

制度の調査・情報提供、学習面・生

活面での支援や住居の確保等に取

り組む。 

・留学生に対し、ホームページ等を通

じて奨学金制度等の情報提供を行う

とともに、日本での生活に不慣れな留

学生に対し、チューターの活用などに

より学習や生活面での支援を行う。 

・アパート等の住居の確保が困難な留

学生に対し、大学が連帯保証人となる

などの支援を行う。 

・平成 27年度に留学生寮を建設又は

借上げるための準備をする。 

・新たに配置する国際交流員が、留学

生に対し、きめ細かな対応を行う。 

※留学生（研究生、交換留学生を含む）

は、平成 25年度 12名(韓国 7、中国 3、

ネパール 1、ベトナム 1)となってい

る。 

・奨学金支給実績(研究生は含まない。) 

 受給者数      4人(4人) 

留学生数      8人(9人) 

 ・チューター配置 

  対象留学生数     2人(2人） 

    チューター配置人数  2人(2人） 

・住居の確保 

   支援学生数      2人(2人） 

   （ ）内は 25年度実績 

・留学生寮の整備について、留学生の在籍

状況の推移を踏まえて、今後の検討課題と

することとした。 

・国際交流員を配置し、留学生にきめ細か

い対応を行った。 

・11月に留学生連絡会議を開催し、意見交

換を行った。 

 

 

３ 

 

 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中期 

目標 

ア 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、教員自らの研究水準を高めて、研究成果を国内外に広く発信する。 

イ 大学の建学の理念や教育研究の理念を反映した研究に学内・学外を問わず協働して取り組み、県内はもとより国内外で、その研究成果に基づく社会貢献活動を

実施する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

３  研究に関する目標を達成するため

とるべき措置 

３ 研究に関する目標を達成するため 

とるべき措置 

３  研究に関する目標を達成するため 

とるべき措置 

― ―  

（１）研究水準及び研究の成果等に関す

る目標を達成するためとるべき措

置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関す

る目標を達成するためとるべき措 

置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目

標を達成するためとるべき措置 

― ―  

ア 研究者としての教員の水準向上 

教員が、地域の課題や社会の要請

に応える各々の専門分野の研究成果

を国内外で積極的に発表する。その

成果をもとに、学内での競争原理を

効果的に適用して教員のレベル向上

を図る。 

また、学部・学科毎に、研究成果

の目標を設定し、目標達成に向けて

取り組む。 

ア 研究者としての教員の水準向上 

各学部・学科において、各教員の研

究分野に応じた研究目標を申告し、年

度末にその成果を公表し、相互に批評

し合うことによって、レベル向上を図

る。 

【看護学科】 

 ・学会発表は、国内学会においては 1

人 1演題、国際学会においてはできる

だけ発表する。 

・論文投稿については、科研等研究費

を獲得した成果は、隔年で 1本を目標

として学会誌に投稿する。  

【栄養学科】 

・学術論文（査読有り）の発表数は

30報以上、学会発表件数は 50件以上

を目指す（教員数 20名）。 

ア 研究者としての教員の水準向上 

教員個人の研究者としての能力を高める

ために、学外において研究成果を積極的に

発表し教員のレベル向上を図った。 

研究発表実績   （ ）内は25年度実績 

【看護学科】 

学会発表：60件  

   再掲：国際学会11件 

論文  ：41件 

 再掲：学術誌 30件（うち英文3件） 

      紀要    8件 

      商業誌  3件 

【栄養学科】 

著書          10件（  7件） 

論文          39件（ 43件） 

国際学会      27件（ 33件） 

国内会議      56件（143件） 

 

３ 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

【保健福祉学科】 

・専門分野に適合した研究業績（紀要

を除く）の発表件数は、32件以上、

学会発表は 32件以上を目指す（教員

数 27名）。  

・国際学会における発表や国際雑誌へ

の投稿を奨励する。 

【情報工学部】 

・専門分野での学術論文の発表件数、

国際会議論文の発表件数について平

成 25年度実績の維持・向上を目指す。 

【デザイン学部】 

・専門分野における依頼制作及び公募

展入選以上の件数増を図るとともに、

学会発表（査読論文応募を含む）の件

数増を図る。 

・海外研修者の教員研究発表会を義務

づけ、研究内容の共有に向けた意見交

換の場を設ける。 

【保健福祉学科】 

著書            26件（  7件） 

論文            32件（ 46件） 

作品           0件（  7件） 

学会発表        49件（ 50件） 

うち国際学会発表   3件 

   国際雑誌掲載       3件 

【情報工学部】 

  著書          5件（  3件） 

  論文         68件（ 65件） 

  国際会議発表     66件（ 56件） 

  国内学会発表     247件（253件） 

【デザイン学部】 

・地域共同研究機構等の協力を得て、専門

分野における依頼制作等を行った。 

・海外研修者の教員研究発表会を義務づ

け、実施した。 

 論文         10件（ 18件） 

 著書・翻訳       5件 

 国際会議発表     10件  

 国内学会発表     48件 

 公募展入選以上     7件 

 依頼制作       77件 

 海外研修者の発表   1件 

イ 研究者情報の発信 

 本学全教員の情報を集約した教

育研究者総覧を毎年度更新するこ

とで、教員相互の情報交換及び評価

に役立てるとともに、学外へ情報発

信する。 

 また、各学部・大学院は、研究成

果を国立情報学研究所の学術コン

テンツ登録システムに登録し、国内

イ 研究者情報の発信 

・Web上の教育研究者総覧について、   

全面的な見直しを行う。ただし過渡期

的措置として、項目の改善が必要であ

れば、5月 1日を基準日として更新す

る。 

・各学部・大学院は、研究成果を国立

情報学研究所の学術登録システムに

登録する仕組みを整え、順次登録す

イ 研究者情報の発信 
教育研究者総覧(Web)の全面的な見直しを、教

員の個人評価システムの開発と同時に行うこと

とした。 

教育研究者総覧を5月1日を基準日とし

て更新した。 

・デザイン学部では、紀要の本学学術情報

リポジトリ掲載を検討し、準備は整ったが

実務面の都合で実施には至らなかった。 

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

外に積極的に情報発信する。 る。 

ウ 大学として重点的に取り組む課 

題 

 本学の基本理念に沿った研究課

題を一定年度毎に設定し、その研究

成果を社会に還元することで、国内

外からの評価を受ける。 

ウ 大学として重点的に取り組む課

題 

地域共同研究機構で実施する「領

域・研究プロジェクト」、及び文部科

学省 COC事業に大学として重点的に

取り組む。 

また、その研究成果が社会に還元さ

れる実績を評価する。 

ウ 大学として重点的に取り組む課題 

・｢領域・研究プロジェクト」として新た

に採択した｢岡山県産米を用いた米粉麺の

特性および食育に関する研究」を、継続の

5プロジェクトとともに強力に推進した。 

・共同研究等の外部研究資金獲得に貢献し

た。 

・文部科学省 COC事業には不採択であった

が、本事業を戦略的に推進するため、地域

連携推進センター準備室を設置し、520 万

円の補正予算を組んで事業を推進した。 

・自治体との社会貢献活動の枠組みを整備

するため、既に包括協定を締結している総

社市に加えて、新たに笠岡市、備前市、真

庭市と協定を締結した。 

 

３ 

 

 

 

４ 

 

 不採択となったCOC事業につ

いて、その重要性を考慮して補

正予算により対応し、自治体と

の連携の下、地域貢献活動を実

施するなど、その取組は評価で

きる。 

エ 倫理審査 

倫理的な配慮を図るため、教員が

人間を直接対象として行う医学、生

物学及び関連諸科学の研究を行う

場合は、必要に応じて倫理委員会の

審査を受ける。 

エ 倫理審査 

 現行の倫理審査規程（平成 23年度

に一部見直し）等により、必要な審査

を漏れなく行うことにより、医学研究

に当たって倫理的原則を遵守する。 

（平成 25年度は 78件であるが、総数

は目標ではない。） 

エ 倫理審査 

医学研究に当たって倫理的原則を遵

守し、倫理審査規程等により必要な審査

を倫理委員会において行った。 

倫理委員会開催回数  6回( 8回) 

承認件数      82件(76件) 

（ ）内は 25年度実績 

 

３ 

 

 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中期目標 教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が社会に還元される研究実施体制等を整備する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）研究実施体制等の整備に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を

達成するためとるべき措置 

― ―  

研究組織や研究資金の配分等の 

研究実施体制は第 1期中期計画で整

備されたので、その有効性を検証す

るために、学内の競争的研究資金の

配分を受けた研究成果の評価を厳

密に行う。 

 

 

特別研究費の配分を受けた研究に

ついて、その成果を評価する仕組みの

一例として、学外者による講評（Ａ４ 

１頁）を特別研究報告書に添付する。 

・外部研究資金獲得金額等に基づいて学内

競争的資金である特別研究費に反映させ、

研究実績を評価した。 

  

［評価時の観点］ 

学外者による講評について検討したが、

研究分野が多岐にわたっており、研究ごと

に講評を作成する必要があることから、実

施は困難であると考えられる。このため、

新しい評価方法を検討する必要がある。 

 

 

２ 

 

 

２ 

 
 特別研究費の配分を受けた

研究を学外者が講評すること

が困難であれば、研究配分等の

有効性を検証する新たな方法

の早期検討、導入が望まれる。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（１）地域貢献に関する目標 

 

中期 

目標 

ア 大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断的な組織である地域共同研究機構の機能を、引き続き充実・強化し、地域貢献をより一層推進する。 

イ 高校との連携を強化する取組を各学部で積極的に進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に

関する目標を達成するためとるべき

措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に

関する目標を達成するためとるべき 

措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

― ―  

（１）地域貢献に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するため

とるべき措置 

― ―  

ア 学部を超えて共同研究等を推進

する全学的な組織である地域共同

研究機構の機能を強化するととも

に、社会活動委員会が中心となり、

地域貢献をより一層推進する。 

 

 

 ア 地域共同研究機構及び 4センタ

ーの活動の一層の強化を行うため、以

下の取組を行う。 

・外部組織との連携を強める「協力会」

の設置など、組織改革を引き続き検討

し、可能なものから実施する。 

・情報発信として「イノベーションジ

ャパン」等への出展を実施する。 

・文部科学省の地（知）の拠点整備事

業（大学 COC（センター・オブ・コミ

ュニティ）事業）に応募し、全学的な

教育改革と連動させながら、より一層

地域を指向した大学づくりに取り組

む。 

・これらのために地域共同研究機構に

専任の特任教員を配置して地域共同

研究機構の活動を強化する。 

 

ア 地域共同研究機構では、次の取組を行っ

た。 

・西日本医系大学知的財産管理ネットワー

クに加入し、知的財産管理関連の整備を進

めた。 

・大学見本市「イノベーションジャパン」

等に出展し、大学シーズを情報発信した。 

・地域貢献に戦略的に取り組むため、26年

度末に福祉・健康まちづくり推進センター

を発展的に解消し、27年度からの地域連携

推進センターの新設に向けて地域共同研

究機構を整備した。 

・専任の特任教授の配置や、地域連携推進

センター準備室の開設等、地域共同研究機

構の活動を強化した。 

・総社市に加えて、新たに笠岡市、備前市、

真庭市と連携協定を締結し、自治体との社

会貢献活動の枠組みを整備した。 

 

４ 

 

 

 

４ 

 

 地域共同研究機構及び４セ

ンターでは、地域貢献を推進す

るための積極的取組がなされ

ており、今後も企業や自治体等

との連携による一層の地域貢

献を推進されたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］ 

  地域社会や行政機関と連携を深め、地域

産業の振興や福祉の充実を図るためのさ

まざまな活動は、本学の教育研究活動を活

性化させている。 

(ｱ) 産学官連携推進センターにおい

て、本学の多様な学術研究に関わる

知的資源を活用し、地域企業との共

同研究や受託研究等を積極的に推

進する。 

○外部研究資金獲得件数（年間） 

資金の種類  現状  目標 

共同研究   28件  40件以上 

受託研究   30件  40件以上 

教育研究奨励寄附金 

29件  40件以上 

 

 

(ｱ)昨年までの活動を維持発展させる

とともに、以下の取組を行う。 

・4 (1) アのように地域の産学官との

協力関係を組織的にも強化する。 

・外部資金の獲得を奨励するととも

に、より一層の質の高い共同研究等を

実施し、外部資金の更なる獲得を目指

す。 

・第 2期中期計画の目標は外部資金獲

得件数であるが、獲得金額の方が重要

である。昨年度の獲得件数は、計画に

比べ受託研究の件数以外は上回り、獲

得金額は過去最高レベルを達成して

いる。したがって平成 26年度計画で

は獲得金額においてそれぞれ 5%増を

目指す。 

(ｱ) リエゾン機能の強化や学内競争的資

金である特別研究費への外部研究資金獲

得金額等の反映等により外部資金の獲得

を奨励した。 

○外部資金獲得件数 

資金の種類 目標 H26 H25 

合 計 
102 

93,292 

121 

82,915 

100 

90,304 

共同研究 
36 

21,984 

42 

24,536 

38 

20,928 

受託研究 
32 

44,583 

29 

32,592 

23 

43,923 

教育研究奨

励寄附金等 

34 

26,725 

50 

25,787 

39 

25,453 

※上段件数、下段金額(千円) 

 

３ 

 

 

３ 

 

(ｲ) 保健福祉推進センターにおいて、

研究会活動を通した学術支援等に

より、看護師、管理栄養士、社会福

祉士、介護福祉士、保育士、幼稚園

教諭等の専門家の能力の向上を図

るほか、市町村が開催する保健福祉

関連行事や研究活動の支援を行う。

さらに、県・市町村・地域住民と協

働して、子ども支援と子育て支援の

充実を図る。 

また、県民を対象とした、健康・

福祉に関する情報発信を行う。 

(ｲ)地域の人々の健康、福祉の増進を

目的に、晴れの国「鬼ノ城カレッジ」

を開催する。 

・市町村と協力し、一日保健福祉推進

センターを実施する。 

・県、市町村、地域と協働して、子ど

も支援と子育て支援を目的に、子ども

の余暇活動支援、及び県大そうじゃ子

育てカレッジを実施する。 

・県、総社市、吉備医師会の協力を得

て、糖尿病相談室(個別の相談)を運営

する。 

（ｲ） 

・９研究会の活動を総計 24 件実施し、栄

養学の専門家をはじめ看護・介護系の専門

家の知識の向上に貢献した。 

・一日保健福祉推進センターを、医療施設

の看護師を対象としたキャリアアップ及

び看護研究指導を中心に５回開催した。 

・晴れの国鬼ノ城カレッジ(155人参加) 

講師：NPO 法人郡山ペップ子育てネット

ワーク理事長 

「日本の子どもたちの真の復興は福島

から」 

 

４ 

 

 

４ 

 

 保健福祉関係の研究成果や

専門性を生かした地域貢献事

業は、引き続き活発に行われて

おり、評価できる。 

45 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 

 

 ・県大そうじゃ子育てカレッジでは、親子

交流広場(チュッピーひろば)で学生によ

る遊びの提供と授業成果発表会を実施し

た。 

・開設して 2年目の糖尿病相談室を本学と

総社市保健センターの 2ケ所に増設し、月

2回の相談日を設けた（延べ利用者 22人）。    

指導方針は病院での糖尿病指導内容を踏

まえ、生活の中で楽しく実践できる内容を

重視した。 

・健康診断の結果説明会（月 2回）に参加

し､希望者から糖尿病関連の質問を受け

た｡ 

・栄養学科が料理教室を開催した（1回）。 

・糖尿病相談室利用者  延べ 46人 

（20人は料理教室の参加） 

 

［評価時の観点］ 

専門職対象の研究会開催、地域住民を対

象とした講座開催、地域の子育て支援、糖

尿病相談室の活動等を積極的に行い、地域

から評価を得ている。 

(ｳ) 認定看護師教育センターにおい

て、糖尿病看護の高度な実践者を育

成する。 

  さらに、保健福祉推進センターと

協力して、地域住民を対象にした糖

尿病に関する相談の場を設ける。 

 

 

 

 

(ｳ) 認定看護師教育センターは、以下

の取組を行う。 

・平成 27年度まで、認定看護師教育

センターにおける糖尿病看護認定看

護師教育課程を継続する。     

・本課程の修了生を対象に、1年に 1

度のスキルアップ研修の場を提供す

るとともに、3か月に 1度の事例検討

会を行い、看護実践能力の向上を支援

する。 

（ｳ）認定看護師教育センターの 3期生 25人
と修了試験未修了生 1 人の計 26 人の修了
生が、25年度糖尿病看護認定看護師認定審
査を受験し、26人全員が合格した（合格率
100％）26年度は 4期生 20人の教育継続中
である。 
本課程の修了生を対象に、スキルアップ

研修を 3回行い、定期的な事例検討会、勉
強会等で看護実践能力の向上を支援した。 

第 19 回日本糖尿病教育・看護学会学術

集会で修了生と共同で行った多施設共同

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 研究の研究成果を発表した。  

(ｴ) 福祉・健康まちづくり推進センタ

ーにおいて、学内教員の研究ネット

ワークを形成するとともに、学外で

は地域企業や行政と連携・協働し

て、地域における介護・福祉環境の

充実、高齢者向け快適ヘルスケア施

設の開発等、安心・安全まちづくり

を実現するための実学的研究・開発

を推進する。 

  また、超高齢社会を迎えようとし

ている東アジア圏において、研究及

びビジネス展開を支援する。 

 

(ｴ) 福祉・健康まちづくり推進センタ

ーは、以下の取組を行う。 

・昨年度設定した研究テーマ「地域包

括ケアシステム」をより強力に推進す

る。 

・文部科学省 COC事業が採択されれば

本センターの事業とより有機的に関

連させることを検討する。 

・地域（総社市、笠岡市、備前市）と

の連携をより強化するだけでなく、対

象地域の拡大も検討する。更にこの研

究テーマで連携校との共同研究も検

討する。 

（ｴ） 

・12月に「岡山県版地域包括ケアシステム

の推進と展望」をテーマに公開シンポジウ

ムを開催した。 

・保健・福祉まちづくり推進センターを 27

年 3 月に発展的に解消することを決定し

た。 

 

［評価時の観点］ 

  活動がシンポジウム開催程度と低調で

あった。 

 

２ 

 

 

２ 

 

 福祉・健康まちづくり推進セ

ンターは低調な活動が続いて

いるが、当センターを発展的に

解消して新設した地域連携推

進センターの今後の活動に期

待する。 

(ｵ) 社会貢献年報を発行し、本学の地

域貢献活動等の成果を集約し、学内

外にその活動を紹介するとともに、

次年度に向けた社会貢献活動の改

善の指針を提示する。 

(ｵ) 社会貢献年報 2013と研究シーズ

集を発行する。これらは、本学の広報

戦略の中で、社会貢献活動の情報発信

として位置づけられており、以下の取

組を行う。 

・「OPUフォーラム要旨集」や「特別

研究実績報告書」等との関係を全面的

に見直し、引き続き改善を行う予定で

ある。 

・社会貢献の視点から、より明確な広

報戦略を検討する。 

（ｵ） 

・「社会貢献年報 2013」を発行し、地域コ

ミュニティの中核的存在としての大学の

社会貢献活動をアピールした。 

・「社会貢献年報 2014」を学外への広報媒

体と位置づけて編集した。 

・研究シーズを効果的に外部に情報発信す

るために、研究シーズ集の発行や OPUフォ

ーラム要旨集等の Web化など、積極的に広

報活動を展開した。 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

イ 県内高校の校長や進路指導担当

教員と定期的に協議・情報交換を行

うとともに、各学部において大学・

高校間の双方向での学習効果を高

める取組を推進する。  

 

イ 以下の取組を行う。 

・県内高校の校長協会や進路指導担当

教員との意見交換会を開催し、本学や

高校が抱える課題等について率直な

意見交換を行う。また、平成 27年度

から実施する本学の新たな取組（教養

教育の充実等）について具体的に説明

イ 全学的な事業として、県内高校との協

議を次のとおり開催した。 

 ・県高等学校長協会との懇談会(7月) 

  議題：岡山県立大学の改革、入学者選抜

に係る質問・要望と回答 

参加 15校（10校） 

 ・高等学校等進路指導担当教員との意見交

 

３ 

 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

する。 

・本学と県教育委員会との「連携協力

に関する協定」に基づき、高校生に対

し、大学レベルの教育を履修する機会

として連携講座の開催や、専門分野で

の講師派遣を行う。  

換会(6月) 

 議題：入学者選抜の概要説明、意見交換 

参加 55校（52校） 

  （ ）内は平成 25年度実績 

・高校との連携講座を総社高校及び笠岡工

業高校で計８講座開講し、講師の派遣を６

校 13講座行った。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中期目標 地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や企業・行政等の関係者と教員の交流により、産学官連携の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）産学官連携の推進に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を

達成するためとるべき措置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を達

成するためとるべき措置 

― ―  

ア 異分野の複数教員の連携で実学

創造の学域融合研究を行う「領域・

研究プロジェクト」を推進する。 

ア 領域・研究プロジェクトは、異分

野の融合的研究により本学の強みを

創造するための重要プロジェクトで

あることから、地域共同研究機構は、

それらの広報活動、研究環境整備、リ

エゾン活動等を強力に支援する。 

 

 

ア 「健康・福祉」「地域・環境」「モノ・

コトづくり」の 3 重点領域の下に、1 件プ

ロジェクトを入れ替えて 6プロジェクトの

研究を推進した。 

健康・ 

福祉 

・糖尿病に関する新しい予防・

診断・治療の拠点づくり 

地域・ 

環境 

・岡山県産米を用いた米粉麺の

特性および食育に関する研究 

・革新的な CO2 削減技術・シ

ステムの開発 

モノ・

コトづ

くり 

・ディジタルエンジニアリング 

・新製品の企画・開発を促進す

るための産学協働 

・人がつながる身体性メディア

技術 
 

 

３ 

 

３ 

 

イ 教員とコーディネータが企業等

に出向き、研究内容の紹介や技術相

談、情報交換等を行うアクティブ・

ラボを積極的に推進する。 

 

 

イ 新規教員の参加を促し、複数教員

の参加に努め、共同研究等を視野に入

れたアクティブ・ラボ（出前研究室）

の実施件数が 42件以上となるように

推進する。 

 

イ 教員とコーディネータが企業等に出

向くアクティブ・ラボ（出前研究室）を

積極的に推進した。 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

○アクティブ・ラボ実施件数(年間) 

項目        訪問企業数 

現状(H19～23年度平均)  31件 

目標(最終年度)    50件以上 

    

○アクティブ・ラボ実施件数 
 
 
 

訪問 
企業 
数 

訪問 
回数 

参加 
教員 
数 

延参 
加教 
員数 

全学 
42 46 25 64 

(38) (42) (36) (52) 

保健 

福祉 

 2 4 4 

 (13) (7) (17) 

情報工 
 14 8 18 

 (12) (10) (14) 

デザ 

イン 

 32 13 42 

 (18) (9) (21) 

※各学部学科別数は、複数学部による合同

実施があるため、集計数は全学と一致しな

い。        ( )内は 25年度実績 

ウ OPU フォーラムを本学で毎年度開

催し、教員の研究紹介や企業・団体

との交流促進を図る。 

ウ OPUフォーラムについては、以下

の取組を行う。 

・OPUフォーラム 2014の目的を、本

学の研究シーズと産学官のマッチン

グに絞り、開学記念日の 5月 29日に、

岡山国際交流センターで開催する。 

・従来と異なった研究展示の選定や交

流会の設定、参加者数などを評価し、

次年度以降の OPUフォーラムの改善

を検討する。 

 

ウ OPU フォーラム 2014 の目的を、本学
の研究シーズと産学官のマッチングに絞
り、開学記念日の 5 月 29 日に岡山国際交
流センターで開催し、新たに実験・デモ展
示、セミナー、交流会を設定した。 
・統一テーマ 「出会いをつくる ～地域
からの知の創造～」 
参加者        387 人（内学外 172 人） 
展示数 学内    58 件  （112 件） 

      企業・団体 15 件   （26 件） 
( )内は 25年度実績 

 
［評価時の観点］ 
  開催場所を本学から岡山市中心部に移
して開催したが、参加者、展示数ともに前
年の半数程度であった。来場者の利便性を
図るうえで開催場所の変更は意義がある
が、会場の都合で、規模を縮小することと
なってしまい、検証が必要と思われる。 

 

２ 

 

 

２ 

 

  OPUフォーラムを学外で開

催するという試みは、来場者の

利便性を考慮したものであっ

たが、結果的に参加者は減尐し

ており、今後学外で開催する場

合は、慎重な検討が望まれる。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

エ 県内外の経済団体、企業、産業支

援機関、行政等との連携を深め、外

部に対しては本学の研究シーズの

情報、学内の教員に対しては競争的

資金の公募や産学官連携行事等の

情報を発信する。 

エ 情報発信については、以下の取組

を行う。 

・岡山県等の行政機関、岡山県産業振

興財団や岡山商工会議所等の産業支

援機関、金融機関等との連携をより一

層強化し、情報収集を行うとともに、

新たな広報戦略の中で積極的に本学

の研究シーズを外部に発信する。その

ために「イノベーションジャパン

2014」への出展を行う。 

・研究シーズの情報発信を強化するた

めに、引き続き本学の広報戦略の中の

一つと位置づけ改善を行う。 

・学内には、ホームページ等において

競争的資金の公募や産学官連携行事

等の情報等を発信する。 

エ 行政機関、岡山県産業振興財団や岡山

商工会議所等の産業支援機関、金融機関等

との連携をより一層強化し、情報収集を行

った。 

積極的に本学の研究シーズを外部に発

信するために「イノベーションジャパン

2014」に出展するなど、情報発信を強化し

た。 

ホームページとメールで競争的資金の

公募や産学官連携行事等を学内に情報発

信した。 

 

 

３ 

 

 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（３）国際交流に関する目標 

 

 

中期 

目標 

ア 国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学との間で、学生・教職員の相互派遣及び共同研究等による教育研究交流を推進

する。 

イ 教育研究の進展に対応して、国際交流協定を締結する大学を拡大する。 

ウ 国際社会に開かれた大学として、学生の海外研修を推奨するとともに、留学生の受入を進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）国際交流に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成するため

とるべき措置 

― ―  

ア 海外の大学との間で、国際共同研

究を行っている教職員や学生の幅

広い分野での相互交流を推進する。 

 

○海外の大学との国際共同研究数 

現状(H19～23年度平均) 9件 

目標(最終年度)     15件 

ア 相互交流の推進について、以下の

取組を行う。 

・交流協定大学等との国際共同研究の

ための教職員や学生の相互的な国際

交流を推進する。それにより、国際共

同研究数の目標を 11件以上とする。 

・栄養学科では、中国南昌大学との相

互交流を推進し、ワークショップの開

催、国際共同研究の提携等による連携

を深める。 

・保健福祉学科では、東アジア諸国の

研究者との国際共同研究を推進する。 

 

 

ア 国際共同研究や、教職員・学生の相互

交流の推進について次のとおり取り組ん

だ。 

・看護学科では、ネパールのトリブバン大

学と共同研究を行った。 

・栄養学科では、中国南昌大学とワークシ

ョップを開催し、18 題(うち 10 題は本学教

員による)の研究発表を行った。また、共同

研究の可能性について討論し、今後も研究

交流しながら連携を深めることとなった。 

・保健福祉学科では、又松大学校、東明大

学、ベルゲン大学、スウェーデン農業科学

大学と共同研究を行った。 

・情報工学部では、四川大学電気信息学院

自動制御工学科長を講師に、また、上海交

通大学の３教授を講師に、本学で学術講演

会を開催し交流を図った。 

・学部長を含む情報工学部教員３人と四川

大学電気信息学院の劉院長（学部長）を含

 

３ 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

む約 10 人の教員が四川大学において 2015

年、2016 年に両者による学術交流ワークシ

ョップの開催について協議した。その結果、

開催校、規模、時期等について双方の合意

が得られた。 

・デザイン学部では、メキシコのイテスム

大学とウデム大学から、各 15 人程の学生を

受け入れ、本学で授業を実施した。 

イ 国際交流協定を締結する大学を

必要に応じて拡大する。 

 

○ 国際交流協定締結大学数 

現状（Ｈ24年度） ７大学 

目標（最終年度） 10大学 

イ 国際交流協定の締結について、以

下の取組を行う。 

・全学的な国際交流協定を増やす準備

として、学部間交流協定先等との交流

を深化させ、全学的な交流に高めると

ともにアジア圏を中心に新規の交流

先の開拓を進める。 

・看護学科では、ネパール及びインド

ネシア等、東南アジアの大学・看護教

育機関等については、相互の教育交流

等の実績を踏まえて検討する。 

  ・情報工学部では、平成 25年度に北

京科技大学自動化学院とのワークシ

ョップを開催しており、更に継続して

国際共同研究の提携等による連携を

深める。 

 

イ インドネシアのハサヌディン大学とオ

ーストラリアのアデレイド大学と国際交流

協定を締結した。また、ネパールのトリブ

バン大学ベトナムのバリア=ブンタウ大学

と国際交流協定締結に向けた調査を行っ

た。 

・看護学科では、インドネシアのハサヌデ    

ィン大学看護学科長を招聘し、学部生に授

業を行った。また、バンタイ県知事から看

護師教育について要望があった。 

・ネパールＡＭＤＡとトリブバン大学との

交流について、看護師研修の継続等の要望

があった。  

・情報工学部では、ロイヤルメルボルン工

科大学(RMIT)の X.Yu教授・研究所長による

講演会開催と交流の打合わせを行い、協定

に向けた課題の意見交換を行った。 

・デザイン学部では、台湾の国立雲林科技  

大学設計学院デザイン学部と、学部間の国

際交流協定を締結した。また、香港大学と

ハサヌディン大学を訪問し、学術交流のた

めの調査、打合せを行った。 

・アメリカのクレムソン大学、メキシコの

イテスム大学ならびにウデム大学との学術

交流のための調査、打合せを行った。 

 

４ 

 

 

４ 

 

 協定締結校が２校増加したこ

とは評価できる。今後はこれら締

結校との国際共同研究や相互交

流の充実に期待する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］ 

  国際交流協定締結校は９校となり、学長

等が訪問することにより、その関係性は強

化されている。また、新たな協定締結に向

けての準備も進んでいる。 

ウ 学生の海外研修を推奨するとと

もに、留学生の受入と派遣を進め

る。 

○ 語学・文化研修の参加と受入数、

留学生の派遣と受入数 

項目 

  海外での語学・文化研修参加者数 

現状（Ｈ24年度）  24名 

目標（最終年度）  30名 

項目 

  海外からの語学・文化研修受入数 

現状（Ｈ24年度）  20名 

目標（最終年度）  25名 

項目 

  海外への留学生派遣数 

現状（Ｈ24年度）   0名 

目標（最終年度）   3名 

項目 

  海外からの留学生受入数 

現状（Ｈ24年度）  10名 

目標（最終年度）  20名 

ウ 学生の海外研修等について、以下

の取組を行う。 

・語学・文化研修の参加者、留学生の

送り出しについては、学生への啓発に

努め、受入については受入体制の整備

を促進する。 

・派遣については、平成 25年度から

開始したアデレイド大学及び香港大

学との語学文化研修等の充実に努め

るとともに、共同研究や留学生の派遣

等に結びつける。 

・受入と派遣それぞれの人数が増える

よう努める。 

・海外からの講師招聘等の機会を捉え

て、諸外国の文化や政治・経済事情及

び相手大学における教育研究内容に

ついて、学生等が関心を高めるよう工

夫する。 

・中国人国際交流員を採用することに

より、拡大しつつある中国との交流等

を促進する。 

・看護学科では、ウソン大学校看護学

生を 2か年にわたり各 2名ずつ受け入

れてきた。今後は、本学の学生が本制

度を有効に活かし、ウソン大学校との

実質的な交換留学制度となるように、

留学条件等を検討する。 

ウ 語学文化研修等について、5 月と 12 月

に募集を行い、募集案内の配布・掲示及び

説明会を開催した。 

（語学文化研修）  

英国バンガー大学    参加者  8 人 

韓国ウソン大学校及び中国四川大学 

申込者が尐なかったため中止 

 アデレイド大学      参加者  9 人 

（スタディーツアー） 

香港  申込者が尐なかったため中止 

（日本語文化研修） 

中国南昌大学から 11 人の研修生を受入れ

た。 

・中国人国際交流員(1 人)を採用し中国の交

流先大学との調整を行った。また、交流先

の大学を含め中国各地の大学を訪問し、留

学生の受入拡大に向けた協議を行い、新た

に南昌大学からの日本語・文化研修生の受

入に繋げた。 

・同窓会から寄贈された施設を整備し、10

月に国際交流センターを開所し、英語村、

スカイプ英語等、国際交流に係る各種取組

を進めた。 

・海外からの留学生の受入を促進するため、

大学案内の中国語版及び韓国語版並びに大

学紹介映像（英語・中国語・韓国語）を作

成した。 

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・国際交流に係る各種の取組を促進す

るため、同窓会から寄贈された施設を

整備・活用する。 

 

 

・看護学科では、韓国又松大学校からの学

生受け入れ準備、本学からの留学等の準備

のため又松大学校を訪問し、看護学科教員

との交流を行った。 

・看護学科：学部学生 2 人が又松大学校で

の英語授業に参加した。 

・大学院看護学専攻では、大学院生 3 人が

国際保健看護論の研修のためネパールを訪

問した。 

・看護学科 1 年生はネパールとインドネシ

アの教員による英語授業を受け、諸外国の

医療･看護に関心を持つことができた。 

・南オーストラリア州における保健福祉学

部 3 学科合同の研修プログラムを開発し、

研修を行った。 

 

○語学文化研修の参加と受入数、留学生の派

遣と受入数 

・海外での語学文化研修参加者数 

英国国立バンガー大学   8人( 9人) 

南ｵｰｽﾄﾗﾘｱ州ｱﾃﾞﾚｲﾄﾞ大学  9人(14人) 

合 計       17人(23人) 

・海外でのスタディツアー参加者数 

香港           0人( 5人) 

・海外からの語学文化研修受入 

中国南昌大学       11人(新規) 

・海外への留学生派遣数   0人( 0人) 

・海外からの留学生受入数 10人(12人) 

 ( )内は25年度実績 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中期目標  大学コンソーシアム岡山の活動に参画し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図るとともに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取り組む。   

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（４）県内の大学間の連携・協力に関す

る目標を達成するためとるべき措

置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関す

る目標を達成するためとるべき措 

置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目

標を達成するためとるべき措置 

― ―  

 本学の人的・知的資源を活用し

て、「大学コンソーシアム岡山」の

単位互換制度への授業科目の提供、

社会人教育への講師派遣等の人づ

くりや街づくりなどの取組に積極

的に参画する。 

 本学の人的・知的資源を活用し

て、「大学コンソーシアム岡山」の

単位互換制度及び吉備創生カレッ

ジへの授業科目の提供を引き続き

行うとともに、「エコナイト」等の

学生が主体のイベント等に学生を

積極的に参画させる。 

・大学コンソーシアム岡山の｢吉備創生カ

レッジ｣に社会人向けの６講義科目を提供

した。 

・大学コンソーシアム岡山の参加大学相互

間による単位互換制度へ１２講義科目を

提供した。 

 ・岡山駅東口にて実施した｢エコナイト｣イ

ベントに本学学生が参画した。 

 

３ 

 

 

 

３ 

 58 



 

63 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営の推進 

理事長(学長)が、その指導力、統率力を発揮して、責任ある意思決定を迅速に行い、全学的な業務を的確に遂行する体制による運営を推進する。 

また、学部等においても、大学全体の方針に基づき、効率的な運営を行う体制を確立する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の推進 

理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、全学的視点及び学内競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反映されるよう、地域に開かれた大学づくりを進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進  

各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的に業務運営を改善する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す 

る目標を達成するためとるべき措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す 

る目標を達成するためとるべき措置 

Ⅲ  業務運営の改善及び効率化に関す 

る目標を達成するためとるべき措置 

― ―  

１ 運営体制の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

― ―  

（１）理事長（学長）、学部長等を中心

とする機動的な運営の推進 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心

とする機動的な運営の推進 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とす

る機動的な運営の推進 

― ―  

ア 理事長（学長）のリーダーシップ 

理事長（学長）は、学内コンセン

サスの確保に留意しながら全学的

な立場でリーダーシップを発揮し、

大学運営に関して責任ある意思決

定を迅速かつ的確に行う。 

ア 理事長（学長）のリーダーシップ 

理事長は、管理運営上の諸問題に迅

速かつ的確な意思決定を行うとと

もに、全教職員に向けて決定の根拠

や諸事情の説明を行い、それらを公

表する。 

ア 最終権限のある理事長がリーダーシ

ップを発揮し、教職員から意見を聴取しな

がら、迅速かつ一貫性ある意思決定を行っ

た。 

また、全教職員へ向けた学長メッセージ

を４回発出するとともに、全教職員を対象

に懇談会を３回実施した。 

 

３ 

 

３ 

 

イ 理事長（学長）の補佐体制 

  理事長がリーダーシップを発揮

イ 理事長（学長）の補佐体制 

  役員（副理事長・学内理事）は、

イ 理事長（学長）補佐体制 

  大学運営に関する全学的な共通認識の

 

３ 

 

３ 

 

59 

60 



64 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

できるよう、「総務・財務」、「経

営」、「教育研究」、「産学官連携」

の各担当理事が責任をもって理事

長を支える。 

大学運営に学外の幅広い意見を

反映させるため、理事や審議会等の

委員に学外の有識者や専門家を登

用する。 

絶えず情報交換を密にして、理事長

の意思決定を助けるとともに、理事

長の方針に基づいて行動する。 

もと、学内理事会を定期的に開催し、各担

当理事が責任を持って理事長を支える体

制を保持した。 

 

 

ウ 学部長の役割 

 各学部長は、研究科長を兼務し、

学長の指示を受けるとともに、それ

ぞれの教育研究分野を担当する教

員の意見にも配慮して、学部全体の

意思決定及び運営を大学の方針に

基づいて適正かつ効率的に行うよ

う努める。 

ウ 学部長の役割 

    各学部長は、各会議の場で学部

の意見を的確に述べることができ

るように、学部の諸会議を十分な時

間をとって運営する。 

同時に、学部長は、その会議で大学

運営の方針が教員に理解されるよ

うに説明する。 

ウ 学部長の役割 

  各学部長は、所属教員に大学運営の方

針を説明し理解を得た。また、各会議の

場で学長に対して学部としての意見を

明確に説明した。 

 

３ 

 

 

 

 

３ 

 

 

エ 教員組織と事務組織との連携強

化 

   教員と事務職員の役割分担を明

確にするとともに、相互理解を深め

協働して機動的な大学運営を行う。 

エ 教員組織と事務組織との連携強

化 

  これまで構築してきた業務や各

種システムの運営状況（教員と事務

職員の役割分担）を点検し、改善に

努める。 

エ 教員組織と事務組織との連携強化 

  FD・SD合同研修会を開催し、各組織や

教職員が各々の役割を理解するととも

に、情報共有の重要性を学んだ。 

（項目番号29） 

 

３ 

 

 

３ 

 

 FD・SD 合同研修会を初めて開

催するなど、教員及び事務組織と

の協働を進める姿勢が見られる。 

オ 各種委員会の運営 

  各種委員会において、各委員はそ

の審議結果を責任をもって各部局

の教職員に周知させる。 

 

 

オ 各種委員会の運営 

  委員会の委員は、審議結果を各部

局の教職員に周知する。そのため

に、特に学部長は、前項ウに努め、

委員会と学部の会議の間で発言に

齟齬を生じないようにする。 

 

オ 各種委員会の運営 

  委員会等の審議結果は、各学部の諸会

議で伝達されているが、その内容が各教

員に必ずしも明確に伝わっていなかっ

た。 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

２ 

 

 各種委員会での審議結果がな

ぜ各教員にまで明確に伝わって

いなかったのか、その原因を究明

し、改善策を講じられたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）全学的な視点による戦略的な大学

運営の推進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学

運営の推進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営

の推進 

― ―  

ア 全学的、中長期的な視点に立ち、

大学の目標と教育研究上の重点分

野に留意しつつ、 CC戦略に基づい

て、学部の枠にとらわれず学内の資

源配分を行う。 

 

 ※CC戦略： 

  学内を競争[competition]と協働

[collaboration]と位置づけ、競争

意識をもって各教員が教育研究活

動に取り組むとともに、異なる専門

分野の協働作業を促進させる戦略 

 

ア 全学的、中長期的な視点に立っ

て、本学の運営方針として、以下のと

おり設定する。 

  1)全学教育に教養教育を積極的に

導入する。 

  2)国際交流を促進するとともに、グ

ローバル教育を推進する。 

3)地域貢献について戦略的に取り

組む。 

上記の方針に従って、下記の取組を行

う。 

・大学教育開発センター（仮称）を設

置して、大学教育の点検・改善を推進

させる。 

 ・学内教育組織の点検・見直しを行う。 

・教職員の意識改革を行う。 

 ・国際交流促進とグローバル教育推進

のため、国際交流センター（仮称）の

早期設置に向けた検討を行う。 

ア 26 年 10 月に大学教育開発センターと

国際交流センターを開設し、具体的な取

組を企画・研究するとともに、実施可能

な取組を開始した。また、地域貢献を推

進する組織(地域連携推進センター)の

27年度の設置に向け、8月に準備室を開

設した。 

・地域共同研究機構に専任の教員（特任

教員）を配置し、企画・調整を行った。 

（項目番号 70） 

・ＦＤ・ＳＤ研修会を実施した。 

 （項目番号 29） 

 

［評価時の観点］ 

  本学の運営方針を推進するため、３つの

センターを整備し、教職協働で課題解決に

取り組める体制ができた。また、大学教育

開発センターでは、全教職員に広く呼びか

けて、ＦＤ・ＳＤ合同研修会を開催する等、

全学的な事業が可能となった。 

 

  

４ 

 

 

 

３ 

 

新たに設置した組織について

は、それぞれの設置目的どおりに

機能しているのかの検証を行う

とともに、各組織のコスト把握に

も努められたい。 

イ 年度毎に部局長会議で大学の重

点課題を決定し、大学としてその課

題解決に向けた取組に資源を集中

投資するとともに、その活動成果を

検証して、今後の方針に反映させ

る。 

 

 

 

イ 部局長会議で大学の重点課題を

決定し、その課題解決に向けた取組に

資源を集中する。課題解決に関する評

価は、教育研究審議会及び経営審議会

で行う。 

イ 部局長会議で、理事長が自らの方針や

目標を提示し、各部局長と認識を共有す

るとともに、課題解決のための議論を行

った 

 

３ 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 （３）地域に開かれた大学づくりの推進 （３）地域に開かれた大学づくりの推進 ― ―  

ア 毎年度、公開講座等を実施し、県

民に親しまれる大学づくりを行う。 

ア 公開講座等の実施 

(公開講座) 

・地域住民に幅広く学習機会を提供す

るとともに、大学における研究の成果

を普及し、その活用を促進する。 

・毎年度各学部持ち回りで開催してお

り、25年度は情報工学部が 8講座を

行い、県内 64名（延べ 180名）が受

講した。26年度は保健福祉学部が担

当し、地域の要望を取り入れながら、

より内容の充実した公開講座を開催

する。 

（岡山県生涯学習大学主催講座） 

・地域に開かれた大学として、地域住

民に生涯学習の機会を提供し、より一

層地域貢献に寄与する。 

・26年度は、情報工学部が「現代的

課題を学ぶコース」の講座を開設す

る。 

ア（公開講座） 

テーマ：｢認知症と向き合う～安心して豊

かな老後を過ごすために～｣ 

受講者       ：県内 101人（延 394人） 

修了証書交付：85人 

50 代以上の世代から関心が高く地域の

要望を取り入れた講座内容であった。 

（岡山県生涯学習大学主催講座） 

テーマ：｢人と暮らしにかかわる情報技術｣ 

受講者       ：県内 31人（延 92人） 

修了証書交付：22人 

岡山市、倉敷市等遠方からの参加が多か

った。 

（学内開放） 

・大学祭に併せて学内開放を行った 

・夏休み工作教室と県大探検を実施した。 

参加者     （ ）内は 25年度実績 

夏休み工作教室 20人（18人） 

県大体験（小学生/保護者等） 

       39人/37人（43人/28人） 

 

３ 

 

３ 

 

イ 地域に出向いて社会人向けの講

演や専門分野に関する研究会を行

うアクティブキャンパス(移動型の

情報発信基地)を推進し、地域の多

様な要望に応える。 

イ アクティブキャンパスの推進 

・地域の多様な要望に応えて、産学官

連携事業、大学情報の発信、社会人教

育等の活動等を学外において実施し

ている。 

・25年度は17件（開催回数98回）の活

動が行われており、26年度においても

地域に出向き、地域住民に喜ばれるア

クティブキャンパスを積極的に開催

する。 

イ 学内公募の結果 15 件の申請があり、

応募要件を満たしていた 14件を承認した。 

○アクティブキャンパス実施実績 

 講座数 回数 

全 学 14(17) 95(98) 

看護学科 3( 4) 6(10) 

保健福祉学科 4( 4)   37(45) 

情報工学部 1( 1)  6( 3) 

デザイン学部 6( 8)  46(40) 

（ ）内は 25年度実績 

 

２ 

 

 ２ 

 

 アクティブキャンパスは、大幅

に実施件数が減尐した平成 25 年

度からさらに実施回数が減尐し

ており、その要因分析が必要と考

える。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］ 

   大学全体の講座数と開催回数が共に 25

年度を下回った。地域住民に幅広く学習機

会を提供するとともに、大学の知識や技術

をより身近に感じてもらえる工夫が必要

である。 

（４）評価制度の活用等による業務運営

の改善に向けた継続的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による業務運営

の改善に向けた継続的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改

善に向けた継続的取組の推進 

― ―  

ア 認証評価機関及び地方独立行政

法人評価委員会による評価結果を

踏まえ、大学の組織、業務運営及び

教育研究活動について、継続的な見

直しを行う。 

ア 県評価委員会による評価結果や

参考意見を大学の組織、業務運営及び

教育研究活動の改善に活用し、更なる

取組を行う。 

 また、評価委員会の認証評価部会に

おいて、平成 28年度の機関別認証評

価の受審に向けた準備を行う。 

ア 県評価委員会の評価結果・参考意見を

部局長会議を通じて大学各組織へフィー

ドバックし 26 年 9 月以降の活動の参考に

した。 

 また、評価委員会において、認証評価に

向けて検証が必要な項目を選別した。 

 

３ 

 

 

３ 

 

イ 監事による法人業務の監査結果

を大学運営に適切に反映させる。 

イ 監事及び会計監査人の監査結果

に指導項目があれば、役員会、経営審

議会及び教育研究審議会において改

善策を検討し、大学運営に適切に反映

する。 

イ 25年度の監査では「適正に行われてい

る。」との結果を得た。  

 

 

 

 

３ 

 

 

３ 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中期目標 教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に応え、地域産業の発展に資するよう、必要に応じ教育研究組織を柔軟に見直す。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 教育研究組織の見直しに関する目 

標を達成するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目 

標を達成するためとるべき措置 

２  教育研究組織の見直しに関する目 

標を達成するためとるべき措置 

― ―  

  地域の要請に応え、地域とともに発 

展する大学となるため、教育研究組織 

の充実を図るとともに、必要に応じて 

学外組織との間で組織編成や運営の 

協働化を検討する。 

 

 

・地域共同研究機構の機能強化を図る

ため、専任の教員（特任教員）を配置

する。 

 ・大学教育開発センター（仮称）を設

置し、その機能強化を図るため、専任

の教員（特任教員）を配置する。 

 ・国際交流センター（仮称）の早期設

置に向けた検討を行う。 

・地域共同研究機構に専任の教員（特任教

員）を配置し、企画・調整を行った。 

（項目番号 64） 

・26 年 10 月に大学教育開発センター及び

国際交流センターを開設し、具体的な取組

を企画・研究するとともに、実施可能な取

組を開始した。（項目番号 64） 

・国際交流センターの機能強化を図るた

め、27年度から専任の教員（特任教員）を

配置することとした。 

 

［評価時の観点］ 

教育研究活動及び国際交流・グローバル

教育を支援する組織として、大学教育開発

センターと国際交流センターを新設し、企

画立案機能が充実した。 

 

４ 

 

 

３ 

 

 項目番号 64に同じ。 

 また学外組織との間で組織

編成や運営の協働化の検討も

進められたい。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

３ 人事の適正化に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の運用  

法人の自主的・自律的な運営により学部の枠を越え、全学的な視点に立った弾力的な教員人事を行う。 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運用   

教員の能力・業績等が適正に反映される評価制度を運用することにより、教員の意欲の向上を図り、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に資する。 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

３ 人事の適正化に関する目標を達成

するためとるべき措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成 

するためとるべき措置 

３  人事の適正化に関する目標を達成 

するためとるべき措置 

― ―  

（１）法人化の特長を生かした弾力的な

制度の構築 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な

制度の構築 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度

の構築 

― ―  

  労働関係の法改正に伴う対応を

適正に行うとともに、柔軟で弾力的

な人事運営を行う。 

平成 25年度に決定した、教員定数

の削減方針（5年間で 9名）を受け、

着実に削減を行うとともに、学部にお

ける教員定数の不断の見直しを行う。 

 教員定数の削減  ２人（１人）  

（ ）内は 25 年度実績 

看護学科は、教員異動（転出入）につい

ては、教育・研究に支障をきたさないよう、

可能な限り迅速に円滑な人事に努めた。 

  

３ 

 

３ 

 

（２）能力・業績等を向上させる制度の

運用 

（２）能力・業績等を向上させる制度の

運用 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運用 ― ―  

ア 教員の個人評価制度を適正に運

用し、教員の意欲の向上、資質の向

上を図る。 

ア 教員の個人評価実施要項に基づ

き教員の個人評価を実施し、実施要

項の改善が必要であれば改正する。 

また、評価結果の待遇面への反映

を検討する。そのため、現在の評価

方法について公平性を確保できる

評価項目等について、併せて検討す

る。 

ア 教員の個人評価の見直し（案）を作成

し、28年度に試行することした。 

  また、評価結果の待遇面への反映は、27

年度以降に検討することとなった。  

 

３ 

 

 

３ 

 

 教員の意欲・資質の向上には

適正な個人評価が必要であり、

平成 28 年度の試行に向けて、

見直し案の周知を図られたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

イ 理事長（学長）は、個人評価制度

により改善を求められた教員と面

談し、問題解決のアドバイスを行う

とともに、全学の管理運営上の改善

の参考とする。 

イ 理事長（学長）は、C評価を受け

た教員と面談し、当該教員が抱える

問題解決のアドバイスを行うとと

もに、全学の管理運営上の改善の参

考とする。 

イ 理事長（学長）は C評価を受けた教員

全員と面談し問題解決のアドバイスを

行った。  

 

［評価時の観点］ 

現行システム(Ｃ評価者に対する面談に

よるアドバイス制度)では、十分な効果が

得られているとは言えない。今後は、評価

結果の待遇面への反映等について検討す

る必要がある。 

 

２ 

 

 

２ 

 

 Ｃ評価教員への理事長面談、

問題解決のアドバイスでは、な

ぜ十分な効果が得られないの

かの検証が、評価制度の見直し

に当たっては必要と思われる。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

 

中期 

目標 

効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務組織及び業務等について不断の見直しを行う。 

事務組織が十分や任務を果たすことができるよう、SD(スタッフ・ディベロップメント：職員の資質の向上のための取組)活動を組織的に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目

標を達成するためとるべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

― ―  

（１）業務の見直し （１）業務の見直し （１）業務の見直し ― ―  

 業務の進め方について不断の見

直しを行い、情報システムの導入

等、適切な手段を用いて事務処理の

合理化・効率化を行う。 

 不要・不急の業務について、不断の

見直しを行うとともに、業務のスクラ

ップアンドビルドを行う。 

情報共有の推進と事務の効率化を図る

ため、各自が保存する文書データを一元管

理できるファイル共有サーバを導入した。 

 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

（２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し    

ア 事務職員については、県からの派

遣職員数が段階的に削減される見

通しであることから、法人職員を計

画的に採用し、育成する。 

ア  法人採用職員については、引き続

き、計画的な採用を行いながら資質

の向上に努める。 

ア 法人採用の事務職員採用試験を実施

し、１人を採用した。 

  法人採用職員の能力向上のため、県主

催のプレ主任研修とプレ主幹研修に参

加した。 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

イ 適正な規模の人員配置を実現す

るため、組織運営の効率化を図ると

ともに、非常勤職員も含めた人員配

置等について不断の見直しを行う。 

イ 適正な規模の人員配置を実現す

るため、組織運営の効率化を図ると

ともに、非常勤職員も含めた人員配

置等について不断の見直しを行う。 

イ 組織の運営強化を図るため、特任教員

1人を採用決定した。 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

ウ 優秀な人材の確保及び定着のた

め、男女が共に働きやすい勤務環境

の整備に努める。 

 

ウ 妊娠・出産、育児に関する諸制度

の周知と利用促進を図り、仕事と子

育ての両立支援を行う。 

ウ 新規採用教職員に諸制度の説明を行

い、それ以外の教職員には制度の利用を

促し、仕事と子育ての両立支援を行っ

た。 

 

３ 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）事務職員の能力向上 （３）事務職員の能力向上 （３）事務職員の能力向上    

  事務職員の人事評価制度を適正

に運用し、職員の資質、能力及び勤

務意欲の向上を図る。 

  また、学内・学外を問わず研修受

講の機会を増やして、ＳＤ（スタッ

フ・ディベロップメント）活動を推

進する。 

 

内容・時期・対象職員等を工夫し、

より充実した学内研修を実施すると

ともに、法人採用職員については、学

外研修にも積極的に参加させる。 

また、中長期的な人材育成の視点に

基づいた研修計画を作成する。 

大学事務職員としての能力開発を体系

的･継続的に行っていくために、３年間の

研修計画を作成し、さらに、この研修計画

に基づき、学内で研修会を実施するととも

に、法人採用職員については、学外研修に

も積極的に参加させた。 

（学内研修） 

・事務職員研修   2回（延 49人） 

 ・FD・SD研修    1回    （43人） 

（学外研修） 

 ・岡山県主催の新規採用職員研修 4人 

 ・岡山県主催のﾌﾟﾚ主任級・ﾌﾟﾚ主幹級研修  

5人 

・公立大学協会主催公立大学職員セミナー                

3人 

 

３ 

 

 

 

３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自己収入の増加に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）学生納付金 

入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における最も基礎的な収入であることを踏まえ、他大学の動向､社会情勢等を勘案し､適正な料金設定を行う。 

（２）外部資金の獲得 

教育研究水準のさらなる向上及び活動の活性化を目指し、国の科学研究費助成事業等や産学官連携・地域連携による共同研究等の外部資金の獲得を積極的に推

進する。 

（３）その他の自己収入確保 

大学資源の人的、物的等の資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

Ⅳ  財務内容の改善に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

― ―  

１ 自己収入の増加に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

１  自己収入の増加に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

― ―  

（１）学生納付金 （１）学生納付金 （１）学生納付金 ― ―  

ア 入学金・授業料等の学生納付金

は、県の認可に係る上限額の範囲内

で、他大学の動向、法人収支の状況、

社会情勢等を勘案し、適正な受益者

負担の観点から定期的な見直しを

行う。 

ア 入学金・授業料等の学生納付金の

見直しは、社会情勢、他の国公立大

学の動向を考慮して、消費税が引き

上げられる等、環境変化の中にあっ

ても行わない。 

ア 入学金・授業料等の学生納付金の見直

しは、社会情勢、他の国公立大学の動向

を考慮して行っていない。       

 

３ 

 

 

 

 

３ 

 

イ 学生納付金の納付については、コ

スト（手数料）、手続の簡便性、安

全性、学生の便宜等の観点から、口

座振替利用を進める。 

イ 授業料の口座振替制度の周知に

努め、口座振替利用率の維持・向上

を図る。 

イ 学生納付金の納付については、コスト

（手数料）、手続きの簡便性、安全性、

学生の便宜等の観点から、口座振替納付

制度を推進し、振替率の向上を図った。 

 ・口座振替率 99.8％（98.8％） 

  （ ）内は 25 年度実績 

 

３ 

 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 ― ―  

ア 国の科学研究費助成事業等の競

争的研究資金や大学改革推進等補

助金の獲得に向け、理事長のリーダ

ーシップの下、戦略的な取組を強化

する。 

○ 科学研究費助成事業採択件数・金

額（年間） 

現状     目標 

(H19-24平均) (最終年度) 

保健福祉学部 26件     40件以上 

36,373千円 56,000千円以上 

情報工学部  14件     40件以上 

20,083千円 56,000千円以上 

デザイン学部  1件     10件以上 

1,200千円 12,000千円以上 

ア 平成 27年度の文部科学省「科学

研究費助成事業」（26年度に提出）

に対して、単に申請することを目

標にするのではなく、例えば、若

手教員に対する申請書作成の指導

や研究テーマのアドバイス等の全

学的な取組を積極的に行い、大学

全体として、前年度以上の科研費

取得を目指す。 

ア  

平成 27年度科学研究費助成事業採択件数・

金額（26年度提出、間接経費を含む）  

 採択件数 金額(千円) 

全学 56 

(56) 

82,615   

(89,968)  

保健福祉 33 

(35) 

46,540   

(52,260)  

情報工学 19 

(17) 

29,445   

(33,938)  

デザイン 4 

(4) 

6,630   

(3,770)  

 (  )内は 25年度実績 

※27年 4月 1日現在（4月転入者を含み転

出者を除く） 

  

３ 

 

 

３ 

 

イ 産学官連携を地域のみならず全国

規模で推進し、共同研究・受託研究・

教育研究奨励寄附金の外部研究資金

の獲得をより一層推進する。 

 

○ 外部研究資金獲得金額（年間） 

現状     目標 

(H19-23平均) (最終年度) 

共同研究 

    11,505千円 16,000千円以上 

受託研究 

53,608千円 70,000千円以上 

教育研究奨励寄附金 

13,027千円  16,000千円以上 

（※獲得件数については、Ⅱ４（１）

ア（ア）（項目 No45） 参照） 

イ 従来の活動を着実に継続すると

ともに、目標を設定し、以下の取組を

行う。 

・地域や企業とパートナー関係をつく

り、複数年での質の高い提案型・協働

型の共同研究等を増加させていく。活

動においては、積極的に競争的研究資

金の活用を図る。 

・特に今後は、イノベーションジャパ

ン等の全国的な展示会等での情報発

信にも努め、全国規模での共同研究等

の拡大に努める。 

・外部研究資金獲得件数の平成26年度

における目標件数（総数）102件に対

し、外部研究資金獲得金額は、全体と

して80,000千円以上を目指す。 

イ 産学官連携を全国規模で推進するた

め、地域共同研究機構主導で「イノベー

ションジャパン」等に出展し、大学シー

ズを情報発信した。共同研究は、件数・

獲得金額ともに過去最高を記録した。 

○外部資金獲得件数（項目番号 45） 

資金の種類 目標 H26 H25 

合 計 
102 

93,292 

121 

82,915 

100 

90,304 

共同研究 
36 

21,984 

42 

24,536 

38 

20,928 

受託研究 
32 

44,583 

29 

32,592 

23 

43,923 

教育研究奨

励寄附金等  

34 

26,725 

50 

25,787 

39 

25,453 
※上段件数、下段金額(千円) 

 

３ 

 

 

 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保 ― ―  

地域社会の要請に対応した専門

分野の講習会・研究会等の受講料や

施設・設備の貸出しによる使用料収

入等の増加を図る。 

地域社会の要請に対応した専門

分野の講習会・研究会等の受講料や

施設・設備の貸出しによる使用料収

入等の増加を図る。 

 ・保育士試験等の試験会場としての貸付を

することにより、使用料収入の増加を図っ

た。 

26 年度 使用料収入  727 千円 

・幼保連携型の認定こども園制度への円滑

な移行を進めるため、保育士資格保持者が

幼稚園教諭免許状を取得するための講座を

開講し、これに伴い受講料収入の増加を得

た。（県内の保育士 31 人が受講） 

26 年度 受講料収入 1,730 千円 

 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

 国の要請に応え、新たに幼稚

園教諭免許取得の講座を開講

して受講料収入を得たほか、新

たな使用料収入を得たことは

評価できる。 

83 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中期 

目標 

（１）教育研究活動の活性化のため、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適正な維持管理を図る。 

また、地域貢献の一環として、教育研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を行う。 

（２）長期的かつ経営的視点から、金融資産の安全で効率的・効果的な運用を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 資産の管理運用に関する目標を達

成するためとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

― ―  

（１）教育研究の水準を向上させるた

め、施設の有効かつ効率的な活用に

努めるとともに、教育研究施設等の

計画的な維持管理、補修を行う。 

（１）教育研究施設等の整備・修繕計画

に基づき、空調自動制御設備や照明

制御設備の更新等、引き続き必要な

整備・修繕を行う。 

 

（１）岡山県から「公立大学法人岡山県立大

学施設等整備事業費補助金」の交付を受

け設備更新等を行った。 

・空調自動制御設備更新 

・照明制御設備機器更新 

・吸収冷暖房機液管炉筒取替 

・動物実験棟空調設備更新 

 

３ 

 

 

 

 

３ 

 

（２）大学運営に支障のない範囲で大学

施設を一般に開放する。 

（２）大学運営に支障のない範囲で大学

施設を一般に開放する。 

（２）まきび支援学校のスクールバス乗降場

所、そうじゃ吉備路マラソン大会の駐車

場、中国５県自立支援学校駅伝大会の大

会会場として本学の施設を提供した。 

   野球場    20件(25件) 

   グラウンド  25件(25件) 

  （ ）内は、25年度実績 

  

３ 

 

 

３ 

 

（３）資産運用、資金管理については、

安全性、安定性等を考慮しつつ、法

律で認められた範囲内で余裕資金

の効率的、効果的な運用を行う。 

（３）市場金利動向を踏まえ、金融機関

等の定期預金や国債等の債券など

有利かつ確実な金融商品を選定し、

短期又は中長期の資産運用に努め

る。 

（３）余裕資金の適正かつ確実な運用を図る

ため、短期及び中期の定期預金に預け運

用を図った。 

 

３ 

 

 

 

 

３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

３ 経費の抑制に関する目標 

 

中期 

目標 

予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図るとともに、教育研究活動経費の効率的かつ適正な執行に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

３ 経費の抑制に関する目標を達成す 

るためとるべき措置 

３ 経費の抑制に関する目標を達成す 

るためとるべき措置 

３  経費の抑制に関する目標を達成す 

るためとるべき措置 

― ―  

（１）競争性のある調達の徹底、外部委

託と内部資源活用のコスト比較、内

部事務の効率化・省力化などによ

り、管理経費・投資経費の節減を図

る。 

（１）競争性のある調達の徹底、外部委

託や業務の簡素化・合理化、全学的

な省エネルギーの徹底により、管理

経費・投資経費の節減を図る。 

 

（１）可能な限り競争入札を実施するととも

に、随意契約についても調達業者の見直し

を図るなど経費の抑制に努めた。 

 

３ 

 

 

３ 

 

（２）教職員のコスト意識の涵養に取り

組むとともに、教育研究活動経費の

効率的かつ適正な執行に努める。 

（２）部局長会議においてエネルギー使

用量について周知し、全学的な省エ

ネルギーの徹底を進める。 

また、教育研究活動経費の効率的

かつ適正な執行に努める。 

（２）部局長会議においてエネルギー使用量

について周知し、省エネルギーの徹底を進

めた。また、警備の際に不要な電気を消し、

注意を促し、節電意識の啓発に努めた。 

・エネルギー使用実績 

   1,230KL(H25:1,292KL)  

対前年度比 95.2％ 

 

３ 

 

 

３ 

 

（３）運営費交付金が、計画期間中の６

年間、毎年度段階的に削減される見

通しであることから、教育費・研究

費までを含めた各種経費の見直し

を行うとともに、人件費について

も、教職員定数を見直すなど、削減

に努める。 

 

（３）運営費交付金削減に対応するた

め、委託業務内容や契約方法の見直

しなど合理化を進め、経費の抑制を

図る。一方で、重点分野については

戦略的な予算配分を行う。 

また、平成 25年度に決定した教

員定数の削減（5年間で 9名）を着

実に実施する。 

（３）当初予算では継続事業にかかる教育経

費及び教育研究支援費を対前年比 2.5％、

一般管理費を約 3.5％削減した。一方で、

国際交流の推進などの重点分野について

は予算配分を行った。 

・保健福祉学科及び造形デザイン学科の助

教各１人を削減した。 

教員定数の削減   2人（1人） 

（ ）は 25年度実績 

 

３ 

 

 

３ 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中期 

目標 

教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制により、定期的に自己点検・評価を実施する。 

また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該

情報の提供に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該

情報の提供に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報

の提供に関する目標を達成するためとる

べき措置 

― ―  

１ 評価の充実に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成す 

るためとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

― ―  

  大学が教育研究の質の充実を図る 

とともに、教育研究活動の透明性を高 

めるため、評価委員会において、運営 

や教育・研究活動を定期的に自己点 

検・評価する。 

また、学部及び大学院の教育方法・ 

内容・カリキュラムやアドミッショ

ン・ポリシーと教育内容の整合性につ

いては、教育研究活動委員会において

定期的に評価する。 

さらに、入試の実施方法について 

は、入試委員会で点検・改善を行い、

その効果を評価する。 

 （※外部評価結果による改善について

は、Ⅲ１（４）ア（項目 No68）参

照） 

 

教育研究活動を点検・評価するた

め、評価委員会において、授業評価

アンケート、相互授業参観等を実施

し、教育・研究の質の向上、透明性

の確保を図る。 

アドミッション・ポリシーと教育内

容の整合性を図るため、教育研究活動

委員会において、学部及び大学院の教

育方法・内容・カリキュラムを点検す

る。 

入試委員会では、平成 25年度は告

発問題や出題ミスを受けて採点事務

や問題作成事務を改善したが、入試実

施後には課題を整理し、改善策を速や

かに決定して次の入試に反映させる。   

また、選抜方式は、各学部が行った

評価結果により必要に応じて見直す。 

・教育研究活動の改善に資するため、授業

評価アンケートによる定期的な自己点

検・評価を行った。 

・相互授業参観について、25年度までの実

施結果を検証し、その提言を「教育年報

2014」で公表した。 

・26年度入試の実施状況を踏まえ、受験者

の面接室への誘導方法、募集要項に記載す

る受験上の注意事項等について見直しを

行い、27年度推薦入試から反映させた。 

・27年度推薦入試は、実施方法を一部変更

し、実施後に監督者等から指摘のあった内

容を検証した上で、実施マニュアルを改善

した。 

 

 

 

 

３ 

 

 

３ 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中期 

目標 

公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保するため、広報体制の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極的な

情報提供に取り組む。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 情報公開の推進に関する目標を達

成するためとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

― ―  

  広報専門委員会において戦略的な 

広報活動を企画し、その戦略に基づ 

き、教育研究活動や地域貢献活動、業 

務運営に関する各種情報を効果的に 

発信する。 

広報専門委員会を中心に策定した

「岡山県立大学広報活動強化プラン」

に基づき、効果的な広報活動を継続的

に行う。 

・広報担当教職員の能力・技術の向上

を図る等、広報体制を強化する。 

・大学紹介映像の制作やホームページ

の充実、管理運用体制の見直し等、広 

報手段と内容を一層充実させる。 

・大学紹介映像（日本語版・英語版・中国

語版・韓国語版）を作成した。 

 ・大学案内（中国語版・韓国語版）を作成

した。 

 ・大学広報誌 OPUを年 2回発行した。 

 

［評価時の観点］ 

  外国語での情報発信を行い、効果的な広

報活動となった。 

 

４ 

 

 

 

 

３ 

 
 本来の日本語による効果的

な広報にも傾注するとともに、

さらに外国語での情報発信に

よる効果の検証も実施された

い。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

１ 施設設備の整備に関する目標 

 

中期目標 長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギーやユニバーサルデザイン等に配慮した整備を推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項

に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 

に関する目標を達成するためとるべ 

き措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関

する目標を達成するためとるべき措置 

― ―  

１ 施設設備の整備に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達 

成するためとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

― ―  

  教育研究機能を充実させるため、施 

設設備の整備、大規模修繕及び高額機 

器の購入については、長期的な計画を 

策定し、効率的に実施する。その際、 

省エネ効果やユニバーサルデザイン 

に配慮する。 

エネルギー効率に配慮し、空調自動

制御設備、照明制御設備、動物実験棟

修繕工事等の大規模修繕を長期計画

に基づき実施する。 

大規模修繕計画に基づき、空調自動制御

設備、照明制御設備、動物実験棟空調設備

の更新工事を行った。 

 

３ 

 

３ 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する目標 

３ 社会的責任に関する目標 

 

中期 

目標 

２ 教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安全衛生管理及び教職員の心身両面の健康管理を計画的に行うとともに、防

災対策や情報セキュリティの確保等効果的なリスクマネジメントを実行する。 

３ 法令遵守や人権尊重を全学的に徹底し、法人に対する社会の信頼を確保する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関す

る目標を達成するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する目

標を達成するためとるべき措置 

― ―  

（１）施設設備の定期点検を確実に実施

し、安全に維持するための全学的な

安全衛生管理体制を強化する。 

（１）緊急性・安全性等の観点から全学

的な安全衛生管理体制のもとで、安

全衛生教育の充実に取り組み、適切

に施設設備の機能保全及び維持管

理を行う。 

（１）施設の適切な機能保持のため、熱吸収

冷暖房機液管炉筒の修繕を実施した。 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

（２）化学物質等の毒物劇物等の適切な

管理及びその廃棄物の適正な処理

を行う。 

（２）化学物質等の毒物劇物等の適切な

管理及びその廃棄物の適正な処理

を行う。 

（２）化学物質等の有害物質管理要領を作成

した。 

 

 

３ 

 

 

３ 

 

（３）教職員の健康管理及びメンタルヘ

ルス対策を適切に実施する。 

（３）教職員の健康管理について、各種

診断の周知を徹底し、未受診者や再

検査等対象者への受診勧奨を適切

に実施する。 

（３）健康診断の未受診者や精密検査対象者

への受診を推奨した。 

 

３ 

 

 

 

３ 

 

（４）災害や情報セキュリティ事件事

故、その他の突発的なリスクに対応

できる管理体制を構築し、対応マニ

ュアルを整備するとともに、被害を

最小限に食い止めるための事前点

検・訓練等を行う。 

（４）災害や情報セキュリティ事件事

故、その他の突発的なリスクに対応

するための危機管理マニュアルを

整備する。 

特に総社市、AMDAとの三者協定

に基づき、防災訓練を実施する。 

（４） 
・情報システム運用・管理規程を制定し、
情報セキュリティ対策を強化した。 

 ・危機管理ガイドラインを整備した。 

 ・ＡＥＤを学生会館に配備した。 

（学内４カ所） 

 

３ 

 

 

 

 

 

３ 

 

情報セキュリティ対策や危

機管理対応は、大学運営の根幹

に関わる重要事項であり、こう

した取組は評価できる。 

今後は、これらの対策等が機
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・消火訓練のほか、非常放送訓練・避難訓

練ＡＥＤ使用法などを含んだ防火・防災訓

練を実施した。（11月 18日 127人参加） 

・看護学科の 3年次生が、総社市防災訓練

で「避難所での過ごし方」について参加住

民に健康教育をした。 

能するよう、周知、徹底を図ら

れたい。 

３ 社会的責任に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

３ 社会的責任に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

３ 社会的責任に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

― ―  

法令違反や各種ハラスメント等の

人権侵害を防止するため、相談、啓発、

問題解決等に全学的体制で取り組む。 

・学内規程の充実や遵守の徹底など、

内部統制の強化に努める。 

・不正行為等の発生抑制、早期発見及

び是正を図るため、平成 25年度に整

備した公益通報者保護体制の充実に

努める。 

・他大学や県等が行う人権に関する研

修会に積極的に参加し、職員の人権意 

識の高揚を図る。 

・学部ごとに設置した相談員を中心

に、ハラスメントに対する相談体制の

充実を図るとともに、ハラスメント発

生を未然に防ぐため、教職員・学生等

に対する意識啓発に努める。 

 ・「岡山県大学人権・同和教育懇談会」に

教員 1人、事務局職員 1人を参加させた。 

・岡山県が開催する「平成 26 年度人権啓

発研修会」に教員 1 人(ｾｸﾊﾗ等相談員委嘱

者)、事務局職員を 4人参加させた。 

・公益通報者保護に関する規程を教職員が

常時閲覧できるようホームページで公開

するとともに、不正行為の疑いがある行為

が発覚した際、端緒から学長が主導して対

応できるよう所要の規程改正を行った。 

・事務処理の適正化を図るため、委託業務

等の支出事案において教員が発注する場

合の決裁規定を新たに設けた。 

・教職員や学生に対する啓発の徹底、ハラ

スメント防止規程や指針の全面的な見直

し、ハラスメント対策や発生した場合の対

応を専門に担う委員会の設置など、ハラス

メント対応体制の再整備方針を決定した。 

 

３ 

 

 

 

 

３ 
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Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

                                       （単位：百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩額  

 

              計 

 

 

                

 ２，１５１ 

１４２ 

   １，１６６ 

    １，１２３         

４３ 

        ８５ 

       ９０ 

       

３，６３４   

 

                

 ２，１５１ 

１３８ 

   １，１９６ 

    １，１４３         

５３ 

        ７２ 

       － 

       

３，５５７ 

 

 

                         

０  

△４  

３０  

２０  

１０  

△１３  

△９０  

 

△７７  

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

施設費 

 

       計 

 

 

                   

７５２ 

  ２，３４１ 

      ３３３ 

        ８５ 

１２３ 

 

   ３，６３４ 

 

                     

７３０  

２，２１６  

３０８  

７５  

１２４  

 

３，４５３  

 

 

△２２  

△１２５  

△２５  

△１０  

１  

 

△１８１  

 

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

                                     （単位:百万円） 

区       分 予算額 決算額  
差額  

（決算－予算） 

費用の部 
 経常費用 

  業務費 
   教育研究経費 
   受託研究等経費 

      寄附金経費 
   役員人件費 
   教員人件費 

   職員人件費 
  一般管理費 
  財務費用 

  雑損 
  減価償却費 
 

収入の部 
 経常収益 
  運営費交付金収益 

  授業料収益 
  入学金収益 
  検定料収益 

    受託研究等収益 
  寄附金収益 
  補助金収益 

  財務収益 
  雑益 
    資産見返負債戻入 

   資産見返運営費交付金等戻入 
   資産見返寄附金戻入 

資産見返補助金戻入  

   資産見返物品受贈額戻入 
 
臨時損失 

臨時利益 
  
純利益 

   
目的積立金取崩益 
 

総利益 

 ３，５９９ 
  ３，５９９ 

  ３，１５６ 
    ７４６ 
    ６９ 

       － 
    ３４ 
 １，８７０ 

     ４３７ 
    ３３２ 
      － 

      － 
    １１１ 

           

 ３，５０９ 
 ３，５０９ 
 ２，１２９ 

      ９５４ 
      １１３ 
       ５６ 

       ６９ 
       １６ 

１８          

－ 
       ４３ 

       １１１ 

      ７４ 
９ 
７         

２１ 
 

－ 

－          
 

△９０ 

 
    ９０ 

         
－ 

３，４３４  
３，４３４  

３，０７２  
７４４  

５４  

－  
３２  

１，８１４  

４２８  
２５１  

１  

－  
１１０  

 

３，５２１  
３，５２１  
２，０３２  

９９２  
１１９  

５８  

６０  
２０  
７１  

１  
５３  

１１５  

６６  
１７  

３  

２９  
 

１  

１  
 

８７  

 
－  

 

８７  
 

△１６５  
△１６５  

△８４  
△２  

△１５  

－  
△２  

△５６  

△９  
△８１  

１  

－  
△１  

 

１２  
１２  

△９７  

３８  
６  
２  

△９  
４  

５３  

１  
１０  

４  

△８  
８  

△４  

８  
 

１  

１  
 

１７７  

 
△９０  

 

８７  

注)費用の部「寄附金経費」は、教育研究経費の決算額に含めて計上しています。 
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３ 資金計画 

                                         （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

 

 ４，３３０ 

 ３，４７１ 

     １４５ 

         １８ 

     ６９６ 

 

 ４，３３０ 

  ３，４２１ 

２，１５１ 

 １，１２４ 

      ６９ 

      １６ 

     ６１ 

       １２３ 

         － 

       ７８６ 

 

４，３９２  

３，２３０  

３１２  

１８  

８３２  

 

４，３９２  

３，４３７  

２，１５１  

１，１４２  

５４  

２０  

７０  

１１１  

－  

８４４  

 

６２  

△２４１  

１６７  

０  

１３６  

 

６２  

１６  

０  

１８  

△１５  

４  

９  

△１２  

－  

５８  
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Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

 

該当なし ― ―  

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合 

は、教育研究の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。 

 

該当なし ― ―  

 

 

Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

な し な し 

 

 

な し ― ―  
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XI その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

１ 施設及び設備に関する計画空調設

備等の大規模修繕を第 2 期中期

計画期間中に行う。  

 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40 条第 4 項 

の規定により業務の財源に充てるこ 

とができる積立金の使途 

教 育 研 究 の 質 の 向 上 及 び 組

織運営の改善に充てる。  

 

４ その他法人の業務運営に関し必要

な事項 

な し 

１ 施設及び設備に関する計画空調設

備等の大規模修繕を複数年で計画的

に行う。 

 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40 条第 4 項

の規定により業務の財源に充てるこ 

とができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組

織運営の改善に充てる。  

 

４ その他法人の業務運営に関し必要

な事項 

な し 

１ 大規模修繕を４件実施した。 

・空調自動制御設備更新 

・照明制御設備機器更新 

・吸収冷暖房機液管炉筒取替 

・動物実験棟空調設備更新） 

 

２ 該当なし 

 

 

 

３ 該当なし 

 

 

 

 

 

４ 該当なし 

 

 

 

 

 

― ―  

 



４　平成26年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表

中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

 

15 

2 4 1  7 

4 

1 

  1  1 

 

 1   1 

 1 

 3 

9 

 6  6 

14 

2 7   9 

10 44 4  58 

7 24 1  

3.0 18 6 

(4)留学生に対する配慮 1 3 3.0 

公立大学法人岡山県立大学自己評価 岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳 最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点 ４点 ３点 ２点 １点

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上 58 180 3.1 ⑤ 4  ⑤

１教育 32 102 3.2 32 

7 47 

(1)教育の成果 14 42 3.0 1 12 1 

(2)教育内容等 9 29 3.2 

(3)教育の実施体制等 9 31 3.4 4 5   

２学生の支援

(1)学習支援、生活支援 1 3 3.0  1  1 

(2)経済的支援 1 3 3.0  1  

(3)就職支援 3 9 3.0   3  

３研究 5 14 2.8  4 5 

(1)研究水準及び研究の成果等 4 12 3.0    4 

(2)研究実施体制等の整備 1 2 2.0 2 2.0 

４地域貢献、産学官連携、国際交流 15 46 3.1 3 10 2 

(1)地域貢献 7 22 3.1 

(2)産学官連携の推進 4 11 2.8 4  1 3 

3.1 

3 28 1  32 98 3.1 

1 14 41 

58 177 

2.9 

2 7   9 29 3.2 

 13 

1 8   9 28 

 6  6 18 

1   1 3 

3.1 

3.0 

3.0 

3.0 

 1   1 3 3.0 

 

  1 3 

3   3 9 

3.0 

1 3 1 5 15 3.0 

 1 

1 3   4 13 

2 15 46 

3.3 

  1  1 

3.1 

2 4 1  7 22 3.1 

3 10 

 3 1  4 11 2.8 
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中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

公立大学法人岡山県立大学自己評価 岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳 最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点 ４点 ３点 ２点 １点

 

 2   2 

 

 11  11  

1 

 1 1  2 

1 

3  1 2  

2 

2   2  

5 

2   1 1 

 

2 16 2  

1  1 9 

1 2   3 (3)国際交流 3 10 3.3 10 3.3 

(4)県内の大学間の連携・協力 1 3 3.0 1   1 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化 20 60 3.0 ④ ④20 

１運営体制の改善 11 33 3.0 11  9 2 

(1)理事長(学長)、学部長等を中心
とする機動的な運営の推進 5 15 3.0  5   

(2)全学的な視点による戦略的な大
学運営の推進 2 7 3.5 6 3.0  2 

(3)地域に開かれた大学づくりの推
進 2 5 2.5  1 1  

(4)評価制度の活用等による業務運
営の改善に向けた継続的取組の推進 2 6 3.0 

２教育研究組織の見直し 1 4 4.0 1    

３人事の適正化     3 8 2.7 

(1)法人化の特長を生かした弾力的
な制度の構築 1 3 3.0  1   

(2)能力・業績等を反映させる制度
の運用 2 5 2.5 

４事務等の効率化、合理化 5 15 3.0 5   5 

Ⅳ 財務内容の改善 11 33 3.0 ④ ④33 3.0 

１自己収入の増加 5 15 3.0 5   5 

(1)学生納付金 2 6 3.0 

  1 3 

1 2   3 

3.0 

 17 3  20 57 2.9 

 1 

 4 1  5 14 

 11 31 2.8 

1  2 5 

2.8 

  2 

2.5 

 2   2 6 3.0 

 1 

8 2.7 

 1   1 3 

  1 3 

3.0 

 2 1  3 

3.0 

 1 1  2 5 2.5 

 1 

 5   5 15 

  5 15 

3.0 

 11   11 

3.0 

 2   2 6 3.0 

 5 



中期計画 (B～E) 評　点 大項目 (J～M) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点 項目数計 総得点 平均値 別評価
(B～E計) (G)/(F) (J～M)計 (O)/(N)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q)

公立大学法人岡山県立大学自己評価 岡山県地方独立行政法人評価委員会評価

最小項目別評価の評点内訳 最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点 ４点 ３点 ２点 １点

1 

1 

4   4 

1 

6   6  

2 

1  1   

 

 3  3  

2 

 1   1 
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(2)外部資金の獲得 2 6 3.0 2    

(3)その他の自己収入確保 1 3 3.0 3 3.0 

２資産の管理運用 3 9 3.0 3   3 

３経費の抑制 3 9 3.0 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報
の提供 2 7 3.5 ⑤ ④1 1   

１評価の充実 1 3 3.0 3 3.0 

２情報公開の推進 1 4 4.0 1    

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 6 18 3.0 ④ ④

１施設設備の整備 1 3 3.0  1   

２安全衛生管理や危機管理等 4 12 3.0  12 3.0 

３社会的責任 1 3 3.0  1   

合　　計 97 298 3.1 13 78 6  

 2   2 6 

  3 9 

3.0 

 1  1 

3.0 

 3   3 9 3.0 

 3 

 2   2 6 

  1 3 

3.0 

 1   1 

3.0 

 6   6 18 3.0 

 1 

 1   1 3 

  1 3 

3.0 

 4   4 

3.0 

7 83 7  97 291 3.0 

 1 
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